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報告第１号 

令和５年度高梁市継続費繰越計算書について 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第１項の規定に基づき、別紙のと

おり繰越計算書を調製したので報告する。 

令和６年５月２９日提出        

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

 



（単位：円）

730,800,000

1,241,300,000

03 民 生 費 02 児童福祉費
高梁認定こども園（仮称）
施 設 整 備 事 業

3,358,000,000 1,679,000,000 1,679,000,000 556,568,000 1,122,432,000 1,122,432,000 21,561,000

255,800,000

1,306,690,000 1,306,690,000 65,390,000

285,462,000 285,462,000 13,400,000 16,262,000

370,071,000

09 消 防 費 01 消 防 費 新 消 防 庁 舎 施 設 整 備 事 業 2,960,000,000 1,775,000,000 1,775,000,000 468,310,000

874,000,000 437,000,000 437,000,000 151,538,00010 教 育 費 02 小 学 校 費
有漢義務教育学校（仮称）
施 設 整 備 事 業

112,055,000 4,313,000 27,542,000 80,200,000

令　和　５　年　度　　　高　梁　市　継　続　費　繰　越　計　算　書

翌年度繰越額

左の財源内訳

予算計上額
前年度

逓次繰越額
計 繰越金

特定財源

令和５年度継続費予算額
支出済額及び
支出見込額

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

高 梁 市 一 般 会 計

10

残額款 項 事業名 継続費の総額

177,000,000 177,000,000 64,945,000 112,055,000教 育 費 03 中 学 校 費
有漢義務教育学校（仮称）
施 設 整 備 事 業

354,000,000

4



5 

（参考）       

地方自治法施行令（抜すい） 

（継続費） 

第１４５条 継続費の毎会計年度の年割額に係る歳出予算の経費の金額のうち、その年度内に

支出を終わらなかったものは、当該継続費の継続年度の終わりまで逓次繰り越して使用する

ことができる。この場合においては、普通地方公共団体の長は、翌年度の５月３１日までに

継続費繰越計算書を調製し、次の会議においてこれを議会に報告しなければならない。 

２・３ 略 
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報告第２号 

令和５年度高梁市繰越明許費繰越計算書について 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定に基づき、別紙のと

おり繰越計算書を調製したので報告する。 

 令和６年５月２９日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 



（単位：円）

訳 落 合 こ ど も 園 整 備 事 業 25,000,000 25,000,000

9,816,000

814,000

内 高梁認定こども園（仮称）整備事業 7,739,000 7,739,000 439,000 7,300,000

07 商 工 費

62,860,000道路橋梁費土 木 費

22,954,000

01 農 業 費 農 道 管 理 事 業

06
農 林
水 産 業 費

23,950,000

岡 山 自 動 車 道 付 加 車 線 設 置 推 進 事 業

01

11,000,000785,000

4,466,000

14,000,000

5,500,000

20,000 7,840,000

29,000,000

7,868,000

農 林
水 産 業 費

3,309,00002 林 業 費 林 道 開 設 事 業

商 工 費 ホ テ ル 管 理 事 業 29,000,000

16,829,000

農 業 費 13,400,000 1,045,000 1,015,00021,520,000 20,960,000

823,000

9,695,000 3,500,000

水 道 料 金 助 成 事 業

3,500,000

32,300,000

25,000,000

感 染 症 予 防 事 業

こ ど も 園 整 備 等 事 業 32,739,000 32,739,000

03
戸 籍 住 民
基本台帳費

住 民 基 本 台 帳 電 算 化 事 業 7,370,000 7,370,000

未収入特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

63,400,000

項 事業名 金額 翌年度繰越額

旧 川 上 地 域 局 跡 地 整 備 事 業総務管理費

左の財源内訳

75,956,000

既収入特定財源

03 民 生 費 01 社会福祉費
物 価 高 騰 重 点 支 援
地 方 給 付 金 事 業

02 総 務 費 03
戸 籍 住 民
基本台帳費

戸 籍 電 算 化 事 業 6,875,000 6,875,000

総 務 費02

4,466,000

06
農 林
水 産 業 費

07 商 工 費 01

16,829,00002

06

土 地 改 良 事 業

06

04 衛 生 費

04 衛 生 費

01 保健衛生費

03 民 生 費 02 児童福祉費

総務管理費総 務 費 01

01 保健衛生費

136,514,000 136,513,000

6,052,000

02 総 務 費 01 66,806,000 3,406,000

02 定 住 促 進 対 策 事 業 22,156,000 9,816,000

観 光 施 設 整 備 事 業

02

439,000

6,556,000

30,000,000

4,466,000

08

商 工 費 01 7,868,000 3,000

62,860,000 62,860,000

7,800,00065,000

136,513,000

2,811,000 18,000林 業 費 林 地 災 害 防 止 事 業

29,000,000

令　和　５　年　度　　　高　梁　市　繰　越　明　許　費　繰　越　計　算　書

款

農 林
水 産 業 費

30,000,000 30,000,000

高 梁 市 一 般 会 計

8



751,000 88,514,000 91,100,000 19,000訳 都 市 構 造 再 編 集 中 支 援 事 業 180,384,000 180,384,000

道 路 改 築 事 業 106,827,000 106,827,000 58,116,000 48,600,000 111,000

交 通 安 全 対 策 事 業 5,800,000 5,800,000

82,000 19,800,000辺 地 対 策 道 路 改 良 事 業 67,983,000 67,982,000

130,000 134,905,000 139,700,000 129,000地方創生道整備推進交付金道路整備事業 274,864,000 274,864,000

訳 定 住 促 進 住 宅 整 備 事 業 35,600,000 35,600,000

22,000 41,254,000 71,300,000 4,146,000

住 宅 費 市 営 住 宅 建 設 事 業 39,454,000

1,455,000 2,300,000 99,000

24,400,000 2,200,000 9,000,000

185,000,000 129,947,000

1,900,000

26,700,000 2,200,000 9,099,000

21,200,000

162,200,000

27,500,000

17,00027,800,000

94,000

94,000

368,200,000 259,000

34,900,000

48,100,000

5,800,000

08 39,454,000 1,455,000

09 消 防 費 01 消 防 費 新 消 防 庁 舎 整 備 事 業 2,000,000 2,000,000 100,000

土 木 費 05

内 地 域 優 良 賃 貸 住 宅 整 備 事 業 3,854,000 3,854,000

08

08 土 木 費 04 都市計画費 街 路 整 備 事 業

03

03 河 川 費 緊 急 浚 渫 推 進 事 業 100,985,000

土 木 費

土 木 費08

670,768,000 670,767,000道路橋梁費 市 道 改 良 事 業0208

内 過 疎 対 策 道 路 改 良 事 業 34,910,000

973,000土 木 費

34,910,000 10,000

24,642,000

100,985,000

緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業河 川 費

45,923,000 45,923,000

02

緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 167,595,000

08 土 木 費

土 木 費 02

道路橋梁費 市 道 防 災 安 全 事 業 67,903,000

河 川 費 河 川 管 理 事 業 1,749,000 1,749,000

162,294,000

40,309,00067,903,000

27,817,00027,817,000

441,000 129,506,000

85,000

116,722,000 116,722,000

11 災害復旧費 01
農 林 施 設
災害復旧費

農 林 施 設 災 害 復 旧 事 業

11 災害復旧費 02
土 木 施 設
災害復旧費

土 木 施 設 災 害 復 旧 事 業

301,335,000

81,000

100,900,000

10

1,749,00003

教 育 費 02 小 学 校 費 義 務 教 育 学 校 整 備 事 業 209,746,000 163,366,000 8,166,000 155,200,000

08 道路橋梁費

08 土 木 費

款 項 事業名 金額 翌年度繰越額
左の財源内訳

既収入特定財源
未収入特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

（単位：円）

9



10 

（参考） 

地方自治法施行令（抜すい） 

（繰越明許費） 

第１４６条 略 

２ 普通地方公共団体の長は、繰越明許費に係る歳出予算の経費を翌年度に繰り越したときは、

 翌年度の５月３１日までに繰越計算書を調製し、次の会議においてこれを議会に報告しなけ

 ればならない。 

３ 略 

 



11 

報告第３号 

令和５年度高梁市水道事業特別会計予算繰越計算書について 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規定に基づき、別紙のとお

り繰越計算書を調製したので報告する。 

令和６年５月２９日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   



国庫補助金 企業債 補償費
当年度損益勘定

留保資金

円 円 円 円 円 円 円 円 円 　

１ 資本的
   支出

１　建設
    改良費

水道管支障移転
事業

17,000,000 0 17,000,000 0 0 17,000,000 0 0 0

県の国道改良事
業に関する水道
管の支障移転工
事で、本体工事
の進捗に合わせ
て適切な工期を
確保したため。

１ 資本的
   支出

１　建設
    改良費

設備更新事業 17,490,000 0 17,490,000 0 17,400,000 0 90,000 0 0

年度途中で故障
頻度が増え、運
営管理に影響が
出始めたことか
ら、工事発注し
たが、発注時期
が年度末となり
適切な工期を確
保したため。

１ 資本的
   支出

１　建設
    改良費

水源池渇水対策
事業

80,000,000 0 80,000,000 0 80,000,000 0 0 0 0

分離発注するた
めに、設計の見
直しを行ったた
め。

１ 資本的
   支出

１　建設
    改良費

給水車購入 14,740,000 0 14,740,000 0 14,700,000 0 40,000 0 0

製造メーカーの
工場の稼働停止
により製造が遅
れたため。

129,230,000 0 129,230,000 0 112,100,000 17,000,000 130,000 0 0 　

項 事業名

令和５年度高梁市水道事業特別会計予算繰越計算書

不用額

翌年度繰越額に
係る繰越を要す
るたな卸資産の
購入限度額

説　　明

合　　　　計

左の財源内訳

予算計上額 支払義務発生額 翌年度繰越額款

1
2



13 

（参考） 

地方公営企業法（抜すい） 

 （予算の繰越） 

第２６条 予算に定めた地方公営企業の建設又は改良に要する経費のうち、年度内に支払義務

が生じなかったものがある場合においては、管理者は、その額を翌年度に繰り越して使用す

ることができる。 

２ 前項の規定による場合を除くほか、毎事業年度の支出予算の金額は、翌事業年度において

使用することができない。ただし、支出予算の金額のうち、年度内に支出の原因となる契約

その他の行為をし、避け難い事故のため年度内に支払義務が生じなかったものについては、

管理者は、その金額を翌事業年度に繰り越して使用することができる。 

３ 前２項の規定により予算を繰り越した場合においては、管理者は、地方公共団体の長に繰

越額の使用に関する計画について報告をするものとし、報告を受けた地方公共団体の長は、

次の会議においてその旨を議会に報告しなければならない。 



 



15 

報告第４号 

令和５年度高梁市下水道事業特別会計継続費繰越計算書について 

地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第１８条の２第１項の規定に基づき、

別紙のとおり継続費繰越計算書を調製したので報告する。 

令和６年５月２９日提出        

高梁市長  近 藤 隆 則   

 



予算計上額
前年度

逓次繰越額
計 国庫補助金 企業債

当年度損益勘
定留保資金等

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

１ 資本的
   支出

１　建設
    改良費

落合雨水ポ
ンプ場整備
事業

2,464,860,000 538,860,000 247,961,000 786,821,000 428,961,000 357,860,000 357,860,000 181,500,000 175,500,000 860,000 0

2,464,860,000 538,860,000 247,961,000 786,821,000 428,961,000 357,860,000 357,860,000 181,500,000 175,500,000 860,000 0

継続費の総額

令和５年度　継続費予算現額

合　　　　計

令和５年度高梁市下水道事業特別会計継続費繰越計算書

款 項 事業名
支払義務発生
（見込）額

残額
翌年度

逓次繰越額

左の財源内訳
翌年度逓次繰
越額に係る繰
越を要するた
な卸資産の購

入限度額

1
6



17 

（参考） 

地方公営企業法施行令（抜すい） 

 （継続費） 

第１８条の２ 地方公営企業の継続費に係る毎事業年度の支出予定額のうち、当該事業年度内

に支払義務が生じなかったものがある場合においては、管理者は、その額を継続年度の終わ

りまで逓次繰り越して使用することができる。この場合においては、管理者は、地方公共団

体の長に、継続費繰越額の使用に関する計画について、継続費繰越計算書をもって翌事業年

度の５月３１日までに報告するものとし、報告を受けた地方公共団体の長は、次の会議にお

いてその旨を議会に報告しなければならない。 

２・３ 略 

 



 



19 

報告第５号 

令和５年度高梁市下水道事業特別会計予算繰越計算書について 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規定に基づき、別紙のとお

り繰越計算書を調製したので報告する。 

令和６年５月２９日提出        

高梁市長  近 藤 隆 則   

 



国庫補助金 企業債 補償費
当年度損益勘
定留保資金等

円 円 円 円 円 円 円 円 円 　

１ 資本的
   支出

１　建設
    改良費

公共下水道事
業（汚水）

62,670,000 0 62,670,000 3,500,000 9,000,000 28,500,000 21,670,000 0 0

県の国道改良工事に関
する汚水管の支障移転
工事で、本体工事の進
捗に合わせて適正な工
期を確保したため。

62,670,000 0 62,670,000 3,500,000 9,000,000 28,500,000 21,670,000 0 0 　合　　　　計

令和５年度高梁市下水道事業特別会計予算繰越計算書

款 項 事業名
予算

計上額
支払義務
発生額

翌年度繰越額

左の財源内訳

不用額

翌年度繰越額
に係る繰越を
要するたな卸
資産の購入限

度額

説　　明

2
0



21 

（参考） 

地方公営企業法（抜すい） 

 （予算の繰越） 

第２６条 予算に定めた地方公営企業の建設又は改良に要する経費のうち、年度内に支払義務

が生じなかったものがある場合においては、管理者は、その額を翌年度に繰り越して使用す

ることができる。 

２ 前項の規定による場合を除くほか、毎事業年度の支出予算の金額は、翌事業年度において

使用することができない。ただし、支出予算の金額のうち、年度内に支出の原因となる契約

その他の行為をし、避け難い事故のため年度内に支払義務が生じなかったものについては、

管理者は、その金額を翌事業年度に繰り越して使用することができる。 

３ 前２項の規定により予算を繰り越した場合においては、管理者は、地方公共団体の長に繰

越額の使用に関する計画について報告をするものとし、報告を受けた地方公共団体の長は、

次の会議においてその旨を議会に報告しなければならない。 
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報告第６号 

令和５年度高梁市国民健康保険成羽病院事業会計予算繰越計算書について  

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規定に基づき、別紙のとお

り繰越計算書を調製したので報告する。 

令和６年５月２９日提出        

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

 



企業債
当年度損益勘定

留保資金

円 円 円 円 円 円 円 　

１　資本的支出 １　建設改良費 １　施設整備費 21,843,000 10,868,000 8,547,000 8,500,000 47,000 2,428,000 0

川上診療所のＬＥ
Ｄ照明更新工事に
おいて、入札が不
調となり、再入札
による適正な工期
を確保するため。

21,843,000 10,868,000 8,547,000 8,500,000 47,000 2,428,000 0 　

項 事業名

令和５年度高梁市国民健康保険成羽病院事業会計予算繰越計算書

不用額

翌年度繰越額に
係る繰越を要す
るたな卸資産の
購入限度額

説　　明

合　　　　計

左の財源内訳

予算計上額 支払義務発生額 翌年度繰越額款

2
4
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（参考）         

地方公営企業法（抜すい） 

（予算の繰越）         

第２６条 予算に定めた地方公営企業の建設又は改良に要する経費のうち、年度内に支払義務

が生じなかったものがある場合においては、管理者は、その額を翌年度に繰り越して使用す

ることができる。  

２ 前項の規定による場合を除くほか、毎事業年度の支出予算の金額は、翌事業年度において

使用することができない。ただし、支出予算の金額のうち、年度内に支出の原因となる契約

その他の行為をし、避け難い事故のため年度内に支払義務が生じなかったものについては、

管理者は、その金額を翌事業年度に繰り越して使用することができる。  

３ 前２項の規定により予算を繰り越した場合においては、管理者は、地方公共団体の長に繰

越額の使用に関する計画について報告をするものとし、報告を受けた地方公共団体の長は、

次の会議においてその旨を議会に報告しなければならない。 
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議案第５６号 

専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基づき、別紙のとおり専

決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

令和６年５月２９日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

番  号 件          名 頁 

専決第２号 高梁市税条例の一部を改正する条例 29 

専決第３号 高梁市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 73 
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専決第２号 

   高梁市税条例の一部を改正する条例 

 高梁市税条例の一部を次のとおり改正するため、地方自治法第１７９条第１項の規定に基づ

き専決処分する。 

  令和６年３月３０日専決 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第２２号 

（令和６年３月３０日制定）   

高梁市税条例の一部を改正する条例 

高梁市税条例（平成１６年高梁市条例第４５号）の一部を次のように改正する。 

 

第５１条第２項中「によって」を「により」に改め、同項各号列記以外の部分に次のただし

書を加える。 

ただし、市長が、当該者が同項各号のいずれかに該当することが明らかであり、かつ、市

民税を減免する必要があると認める場合は、この限りでない。 

 

第５１条第３項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改める。  

 

第５６条中「第６４条第４項」を「第１５２条第５項」に改める。 

 

第７１条第２項中「によって」を「により」に改め、同項各号列記以外の部分に次のただし

書を加える。 

ただし、市長が、当該者が所有する固定資産が同項各号のいずれかに該当することが明ら

かであり、かつ、固定資産税を減免する必要があると認める場合は、この限りでない。  

 

第７１条第３項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改める。  

 

第１３９条の３第２項中「によって」を「により」に改め、同項各号列記以外の部分に次の

ただし書を加える。 
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ただし、市長が、当該者が所有又は取得する土地が同項各号のいずれかに該当することが

明らかであり、かつ、特別土地保有税を減免する必要があると認める場合は、この限りでな

い。 

  

第１３９条の３第３項中「によって」を「により」に改める。 

 

附則第５条の次に次の１条を加える。 

（令和６年能登半島地震災害に係る雑損控除額等の特例） 

第５条の２ 所得割の納税義務者の選択により、法附則第４条の４第４項に規定する特例損失

金額（以下この項において「特例損失金額」という。）がある場合には、特例損失金額（同

条第４項に規定する災害関連支出がある場合には、第３項に規定する申告書の提出の日の前

日までに支出したものに限る。以下この項及び次項において「損失対象金額」という。）に

ついて、令和５年において生じた法第３１４条の２第１項第１号に規定する損失の金額とし

て、この条例の規定を適用することができる。この場合において、第３４条の２の規定によ

り控除された金額に係る当該損失対象金額は、その者の令和７年度以後の年度分で当該損失

対象金額が生じた年の末日の属する年度の翌年度分の市民税に係るこの条例の規定の適用に

ついては、当該損失対象金額が生じた年において生じなかったものとみなす。  

２ 前項前段の場合において、第３４条の２の規定により控除された金額に係る損失対象金額

のうちに同項の規定の適用を受けた者と生計を一にする令第４８条の６第１項に規定する親

族の有する法附則第４条の４第４項に規定する資産について受けた損失の金額（以下この項

において「親族資産損失額」という。）があるときは、当該親族資産損失額は、当該親族の

令和７年度以後の年度分で当該親族資産損失額が生じた年の末日の属する年度の翌年度分の

市民税に係るこの条例の規定の適用については、当該親族資産損失額が生じた年において生

じなかったものとみなす。 

３ 第１項の規定は、令和６年度分の第３６条の２第１項又は第４項の規定による申告書（そ

の提出期限後において市民税の納税通知書が送達される時までに提出されたもの及びその時

までに提出された第３６条の３第１項の確定申告書を含む。）に第１項の規定の適用を受け

ようとする旨の記載がある場合（これらの申告書にその記載がないことについてやむを得な

い理由があると市長が認める場合を含む。）に限り、適用する。 
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附則第６条中「附則第４条の４第３項」を「附則第４条の５第３項」に改める。 

 

附則第７条の４の次に次の４条を加える。 

（令和６年度分の個人の市民税の特別税額控除） 

第７条の５ 令和６年度分の個人の市民税に限り、法附則第５条の８第４項及び第５項に規定

するところにより控除すべき市民税に係る令和６年度分特別税額控除額を、前年の合計所得

金額が１，８０５万円以下である所得割の納税義務者（次条及び附則第７条の７において

「特別税額控除対象納税義務者」という。）の第３４条の３、第３４条の６から第３４条の

９まで、附則第５条第２項、附則第７条第１項、附則第７条の３の２第１項、前条及び附則

第９条の２の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第３４条の７第２項、第４７条の５第１項及び前条

の規定の適用については、第３４条の７第２項及び前条中「附則第５条の６第２項」とある

のは「附則第５条の６第２項及び第５条の８第６項」と、第４７条の５第１項中「課した」

とあるのは「附則第７条の５第１項の規定の適用がないものとした場合に課すべき」と、

「の前々年中」とあるのは「の同項の規定の適用がないものとした場合における前々年中」

と、「、前々年中」とあるのは「、附則第７条の５第１項の規定の適用がないものとした場

合における前々年中」とする。 

（令和６年度分の個人の市民税の納税通知書に関する特例） 

第７条の６ 令和６年度分の個人の市民税に限り、個人の市民税の納税通知書に記載すべき各

納期の納付額については、第４１条の規定にかかわらず、次に定めるところによる。  

(1)  特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の市民税の額  

（前条第１項の規定の適用がないものとした場合に算出される普通徴収に係る個人の市民  

税の額をいう。）、特別税額控除前の普通徴収に係る個人の県民税の額（法附則第５条の  

８第１項及び第２項の規定の適用がないものとした場合に算出される普通徴収に係る個人  

の県民税の額をいう。）及び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額（以下この号におい  

て「特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額」という。）からその者の普通徴  

収に係る個人の市民税の額、普通徴収に係る個人の県民税の額及び普通徴収に係る森林環  

境税の額の合算額を控除した額（以下この項において「普通徴収の個人の住民税に係る特  

別税額控除額」という。）がその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額  

を４で除して得た金額（当該金額に１，０００円未満の端数があるとき、又は当該金額の  
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全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以 

下この項において「分割金額」という。）に３を乗じて得た金額をその者の特別税額控除  

前の普通徴収に係る個人の住民税の額から控除した残額に相当する金額（以下この項にお  

いて「第１期分金額」という。）に満たない場合には、当該納税通知書に記載すべき各納  

期の納付額は、第４０条第１項に規定する第１期の納期（以下この項、次項及び次条第１  

項において「第１期納期」という。）においてはその者の第１期分金額からその者の普通  

徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額を控除した額とし、その他のそれぞれの納期に  

おいてはその者の分割金額とする。 

(2)  特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額がその者の  

第１期分金額以上であり、かつ、その者の第１期分金額とその者の分割金額との合計額に満  

たない場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、第１期納期においてはな  

いものとし、第４０条第１項に規定する第２期の納期（以下この項及び次条第１項において  

「第２期納期」という。）においてはその者の第１期分金額とその者の分割金額との合計額  

からその者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額を控除した額とし、第４０条第  

１項に規定する第３期の納期（以下この項において「第３期納期」という。）及び同条第１  

項に規定する第４期の納期（以下この項において「第４期納期」という。）においてはその  

者の分割金額とする。 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額がその

者の第１期分金額とその者の分割金額との合計額以上であり、かつ、その者の第１期分金

額とその者の分割金額に２を乗じて得た金額との合計額に満たない場合には、当該納税通

知書に記載すべき各納期の納付額は、第１期納期及び第２期納期においてはないものと

し、第３期納期においてはその者の第１期分金額とその者の分割金額に２を乗じて得た金

額との合計額からその者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額を控除した額と

し、第４期納期においてはその者の分割金額とする。 

(4) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額がその

者の第１期分金額とその者の分割金額に２を乗じて得た金額との合計額以上である場合に

は、当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、第１期納期、第２期納期及び第３期

納期においてはないものとし、第４期納期においてはその者の普通徴収に係る個人の市民

税の額、普通徴収に係る個人の県民税の額及び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額と

する。 
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２ 令和６年度分の個人の市民税（第１期納期から第４７条第１項の規定により普通徴収の方

法によって徴収されることとなったものを除く。）を同項の規定により普通徴収の方法によ

って徴収する場合については、前項の規定は、適用しない。 

（令和６年度分の公的年金等に係る所得に係る個人の市民税に関する特例）  

第７条の７ 令和６年度分の個人の市民税に限り、第４７条の２第１項の規定により特別徴収

の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の市民税（第３項において「年

金所得に係る特別徴収の個人の市民税」という。）の額及び同条第２項の規定により普通徴

収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の額については、次

に定めるところによる。 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額

（附則第７条の５第１項の規定の適用がないものとした場合に算出される第４７条の２第

１項に規定する前年中の公的年金等に係る所得に係る所得割額及び均等割額（これと併せ

て賦課徴収を行う森林環境税額を含む。以下この号及び第５号において同じ。）の合算額

（以下この号及び第５号において「年金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額」とい

う。）をいう。以下この号及び第３項第１号において同じ。）からその者の年金所得に係

る所得割額及び均等割額の合算額を控除した額（以下この項及び第３項において「年金所

得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額」という。）がその者の特別税額控除前の普

通徴収に係る個人の市民税の額（特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額から

特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額（特別税額控除前の年金所得に係る個

人の市民税の額の２分の１に相当する額をいう。以下この号において同じ。）を控除した

額をいう。以下この号において同じ。）を２で除して得た金額（当該金額に１，０００円

未満の端数があるとき、又は当該金額の全額が１，０００円未満であるときは、その端数

金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「第２期分金額」という。）を

その者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の市民税の額から控除した残額に相当する

金額（以下この項において「第１期分金額」という。）に満たない場合には、第１期納期

及び第２期納期に普通徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の

市民税の額（以下この項において「普通徴収対象税額」という。）並びに第４７条の３に

規定する特別徴収対象年金給付の支払をする際、特別徴収の方法によって徴収すべき公的

年金等に係る所得に係る個人の市民税の額（以下この項及び第３項において「特別徴収対

象税額」という。）は、第１期納期においてはその者の第１期分金額からその者の年金所
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得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、第２期納期

においてはその者の第２期分金額に相当する税額、当該年度の初日の属する年の１０月１

日から１１月３０日までの間においてはその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の

市民税の額を３で除して得た金額（当該金額に１００円未満の端数があるとき、又は当該

金額の全額が１００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。

以下この項において「分割金額」という。）に２を乗じて得た金額をその者の特別税額控

除前の特別徴収に係る個人の市民税の額から控除した残額に相当する金額（以下この項に

おいて「１０月分金額」という。）に相当する税額、同年１２月１日から翌年の３月３１

日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額が

その者の第１期分金額以上であり、かつ、その者の第１期分金額とその者の第２期分金額

との合計額に満たない場合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第１期納期

における税額はないものとし、第２期納期においてはその者の第１期分金額とその者の第

２期分金額との合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を

控除した残額に相当する税額、当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０日

までの間においてはその者の１０月分金額に相当する税額、同年１２月１日から翌年の３

月３１日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。  

(3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額が

その者の第１期分金額とその者の第２期分金額との合計額以上であり、かつ、その者の第

１期分金額、その者の第２期分金額及びその者の１０月分金額の合計額に満たない場合に

は、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第１期納期及び第２期納期における税額

はないものとし、当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０日までの間にお

いてはその者の第１期分金額、その者の第２期分金額及びその者の１０月分金額の合計額

からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当す

る税額、同年１２月１日から翌年の３月３１日までの間においてはその者の分割金額に相

当する税額とする。 

(4) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額が

その者の第１期分金額、その者の第２期分金額及びその者の１０月分金額の合計額以上で

あり、かつ、その者の第１期分金額、その者の第２期分金額、その者の１０月分金額及び

その者の分割金額の合計額に満たない場合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額
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は、第１期納期及び第２期納期並びに当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月

３０日までの間における税額はないものとし、同年１２月１日から翌年の１月３１日まで

の間においてはその者の第１期分金額、その者の第２期分金額、その者の１０月分金額及

びその者の分割金額の合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額を控除した残額に相当する税額、同年２月１日から３月３１日までの間においてはそ

の者の分割金額に相当する税額とする。 

(5) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額が

その者の第１期分金額、その者の第２期分金額、その者の１０月分金額及びその者の分割

金額の合計額以上である場合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第１期納

期及び第２期納期並びに当該年度の初日の属する年の１０月１日から翌年の１月３１日ま

での間における税額はないものとし、同年２月１日から３月３１日までの間においてはそ

の者の年金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額に相当する税額とする。  

２ 前項の規定の適用がある場合における第４７条の４の規定の適用については、同条第２項

中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する年の１０月１日から翌年の３月

３１日までの間における当該特別徴収対象年金所得者に係る特別徴収対象年金給付の支払の

回数で除して得た額」とあるのは、「附則第７条の７第１項各号に規定する特別徴収の方法

によって徴収すべき額」とする。 

３ 令和６年度分の個人の市民税に限り、年金所得に係る特別徴収の個人の市民税の額（第１

項の規定の適用があるものを除く。）については、次に定めるところによる。  

(1) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額が

その者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額（特別税額控除前の年金所得

に係る個人の市民税の額から第４７条の５第１項に規定する年金所得に係る仮特別徴収税

額を控除した額をいう。以下この号において同じ。）を３で除して得た金額（当該金額に

１００円未満の端数があるとき、又は当該金額の全額が１００円未満であるときは、その

端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「分割金額」という。）に

２を乗じて得た金額をその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額から控

除した残額に相当する金額（以下この項において「１０月分金額」という。）に満たない

場合には、特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０

日までの間においてはその者の１０月分金額からその者の年金所得に係る個人の市民税に

係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、同年１２月１日から翌年の３月３１
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日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額が

その者の１０月分金額以上であり、かつ、その者の１０月分金額とその者の分割金額との

合計額に満たない場合には、特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属する年の１０月１

日から１１月３０日までの間における税額はないものとし、同年１２月１日から翌年の１

月３１日までの間においてはその者の１０月分金額とその者の分割金額との合計額からそ

の者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税

額、同年２月１日から３月３１日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額と

する。 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額が

その者の１０月分金額とその者の分割金額との合計額以上である場合には、特別徴収対象

税額は、当該年度の初日の属する年の１０月１日から翌年の１月３１日までの間における

税額はないものとし、同年２月１日から３月３１日までの間においてはその者の第４７条

の５第２項の規定により読み替えられた第４７条の２第１項に規定する年金所得に係る特

別徴収税額に相当する税額とする。 

４ 前項の規定の適用がある場合における第４７条の４の規定の適用については、同条第２項

中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する年の１０月１日から翌年の３月

３１日までの間における当該特別徴収対象年金所得者に係る特別徴収対象年金給付の支払の

回数で除して得た額」とあるのは、「附則第７条の７第３項各号に規定する特別徴収の方法

によって徴収すべき額」とする。 

５ 令和６年度分の個人の市民税につき第４７条の６第１項の規定の適用がある場合について

は、前各項の規定は、適用しない。 

（令和７年度分の個人の市民税の特別税額控除） 

第７条の８ 令和７年度分の個人の市民税に限り、法附則第５条の１２第３項及び第４項に規

定するところにより控除すべき市民税に係る令和７年度分特別税額控除額を、同条第３項に

規定する特別税額控除対象納税義務者の第３４条の３、第３４条の６から第３４条の９ま

で、附則第５条第２項、附則第７条第１項、附則第７条の３の２第１項、附則第７条の４及

び附則第９条の２の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

 

附則第８条第２項中「前条第２項」を「附則第７条の４」に改め、同条第３項中「第３４条
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の９第１項」の次に「、附則第７条の５第１項及び前条」を加え、「同項中」を「第３４条の

９第１項中」に、「とあるのは、」を「とあるのは」に、「とする」を「と、附則第７条の５

第１項中「前条及び」とあるのは「前条、附則第８条第２項及び」と、前条中「附則第７条の

４及び」とあるのは「附則第７条の４、次条第２項及び」とする」に改める。  

 

附則第１０条の２第１３項を削り、同条第１２項中「附則第１５条第２５項第３号ハ」を

「附則第１５条第２５項第４号ハ」に改め、同項を同条第１３項とし、同条第１１項中「附則

第１５条第２５項第３号ロ」を「附則第１５条第２５項第４号ロ」に改め、同項を同条第１２

項とし、同条第１０項中「附則第１５条第２５項第３号イ」を「附則第１５条第２５項第４号

イ」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第９項中「附則第１５条第２５項第２号ハ」を

「附則第１５条第２５項第３号ハ」に改め、同項を同条第１０項とし、同条第８項中「附則第

１５条第２５項第２号ロ」を「附則第１５条第２５項第３号ロ」に改め、同項を同条第９項と

し、同条第７項中「附則第１５条第２５項第２号イ」を「附則第１５条第２５項第３号イ」に

改め、同項を同条第８項とし、同条第６項の次に次の１項を加える。  

７ 法附則第１５条第２５項第２号に規定する設備について同号に規定する市町村の条例で定

める割合は７分の６とする。 

 

附則第１０条の２第１４項中「附則第１５条第３３項」を「附則第１５条第３２項」に改

め、同条第１５項中「附則第１５条第３８項」を「附則第１５条第３７項」に改め、同条中第

１７項を第１８項とし、第１６項を第１７項とし、第１５項の次に次の１項を加える。  

１６ 法附則第１５条第３８項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

 

附則第１０条の３第１４項を同条第１５項とし、同条第１３項中「附則第７条第１７項」を

「附則第７条第１８項」に改め、同項を同条第１４項とし、同条第１２項中「附則第７条第１

６項各号」を「附則第７条第１７項各号」に改め、同項を同条第１３項とし、同条第１１項中

「附則第７条第１１項各号」を「附則第７条第１２項各号」に改め、同項を同条第１２項と

し、同条第１０項中「附則第７条第１０項各号に規定する」を「附則第７条第１１項各号に掲

げる」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第９項中「附則第７条第９項各号」を「附則第

７条第１０項各号」に改め、同項を同条第１０項とし、同条第８項中「附則第７条第８項各

号」を「附則第７条第９項各号」に改め、同項を同条第９項とし、同条中第３項から第７項ま
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でを１項ずつ繰り下げ、第２項の次に次の１項を加える。 

３ 市長は、法附則第１５条の７第１項又は第２項の認定長期優良住宅のうち区分所有に係る

住宅については、前項の申告書の提出がなかった場合においても、長期優良住宅の普及の促

進に関する法律（平成２０年法律第８７号）第５条第４項に規定する管理者等から、法附則

第１５条の７第３項に規定する期間内に施行規則附則第７条第４項に規定する書類の提出が

され、かつ、当該区分所有に係る住宅が法附則第１５条の７第１項又は第２項に規定する要

件に該当すると認められるときは、前項の規定にかかわらず、同条第１項又は第２項の規定

を適用することができる。 

 

附則第１１条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度

まで」に改める。 

 

附則第１１条の２の見出し中「令和４年度又は令和５年度」を「令和７年度又は令和８年

度」に改め、同条第１項中「令和４年度分又は令和５年度分」を「令和７年度分又は令和８年

度分」に改め、同条第２項中「令和４年度適用土地又は令和４年度類似適用土地」を「令和７

年度適用土地又は令和７年度類似適用土地」に、「令和５年度分」を「令和８年度分」に改め

る。 

 

附則第１２条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度

まで」に改め、同条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年

度まで」に改め、「（商業地等に係る令和４年度分の固定資産税にあっては、１００分の２．

５）」及び「（令和３年度分の固定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準

額）」を削り、同条第２項及び第３項中「令和４年度分及び令和５年度分」を「令和６年度か

ら令和８年度までの各年度分」に改め、同条第４項及び第５項中「令和３年度から令和５年度

まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に改める。 

 

附則第１３条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度

まで」に改め、同条中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度ま

で」に改め、「。以下この項において同じ。」及び「（令和３年度分の固定資産税にあって

は、前年度分の固定資産税の課税標準額）」を削る。 
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附則第１５条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度ま

で」に改め、同条第２項中「令和６年３月３１日」を「令和９年３月３１日」に改める。  

 

附則第１６条の３第３項に次の１号を加える。 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５第１項

及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第１６条の３

第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

附則第１６条の４第３項に次の１号を加える。 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５第１項

及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第１６条の４

第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

附則第１７条第３項に次の１号を加える。 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５第１項

及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第１７条第１

項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

附則第１８条第５項に次の１号を加える。 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５第１項

及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第１８条第１

項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

附則第１９条第２項に次の１号を加える。 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５第１項

及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第１９条第１

項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

附則第２０条第２項に次の１号を加える。 
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(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５第１項

及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第２０条第１

項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

附則第２０条の２第２項に次の１号を加える。 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５第１項

及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第２０条の２

第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

附則第２０条の２第５項に次の１号を加える。 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５第１項

及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第２０条の２

第３項後段の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

附則第２０条の３第２項に次の１号を加える。 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５第１項

及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第２０条の３

第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

附則第２０条の３第５項に次の１号を加える。 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５第１項

及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第２０条の３

第３項後段の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

附則第２２条の２の前の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令

和８年度まで」に改め、同条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から

令和８年度まで」に改め、「（商業地等に係る令和４年度分の都市計画税にあっては、１００

分の２．５）」及び「（令和３年度分の都市計画税にあっては、前年度分の都市計画税の課税

標準額）」を削り、同条第２項及び第３項中「令和４年度分及び令和５年度分」を「令和６年

度から令和８年度までの各年度分」に改める。 
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附則第２２条の３中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで

の各年度分」に改める。 

 

附則第２３条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度

まで」に改め、同条中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度ま

で」に改め、「。以下この項において同じ。」及び「（令和３年度分の都市計画税にあって

は、前年度分の都市計画税の課税標準額）」を削る。 

 

附 則（令和６年高梁市条例第２２号） 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第５６条の改正規定は令和７

年４月１日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の高梁市税条例の規定中固定資

産税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和５年度分

までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 令和２年４月１日から令和６年３月３１日までの間に新たに取得された地方税法等の一部

を改正する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定による改正前の地方税法（昭和２５年

法律第２２６号。次項及び第４項において「旧法」という。）附則第１５条第２５項に規定

する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例

による。 

３ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた旧法附則第１５条第３２項

に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保育施設の用に供する固定資産に

対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

４ 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和２年法律第４３号）の施行の日から令

和６年３月３１日までの間に整備された旧法附則第１５条第３９項に規定する滞在快適性等

向上施設等の用に供する固定資産に対して課する固定資産税については、なお従前の例によ

る。 
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（参考）                        高梁市税条例新旧対照表 

改正案 現行 

(市民税の減免) (市民税の減免) 

第51条 略 第51条 略 

2 前項の規定により市民税の減免を受けようとする者は、納期限前7

日までに次に掲げる事項を記載した申請書に減免を受けようとする

事由を証明する書類を添付して市長に提出しなければならない。た

だし、市長が、当該者が同項各号のいずれかに該当することが明ら

かであり、かつ、市民税を減免する必要があると認める場合は、こ

の限りでない。 

2 前項の規定によって市民税の減免を受けようとする者は、納期限前

7日までに次に掲げる事項を記載した申請書に減免を受けようとする

事由を証明する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

3 第1項の規定により市民税の減免を受けた者は、その事由が消滅し

た場合には、直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

3 第1項の規定によって市民税の減免を受けた者は、その事由が消滅

した場合においては、直ちにその旨を市長に申告しなければならな

い。 

(固定資産税の非課税の規定の適用を受けようとする者がすべき申告) (固定資産税の非課税の規定の適用を受けようとする者がすべき申告) 

第56条 法第348条第2項第9号、第9号の2若しくは第12号の固定資産

又は同項第16号の固定資産(独立行政法人労働者健康安全機構が設置

する医療関係者の養成所において直接教育の用に供するものに限

る。)について同項本文の規定の適用を受けようとする者は、土地に

ついては第1号及び第2号に、家屋については第3号及び第4号に、償

却資産については第5号及び第6号に掲げる事項を記載した申告書

を、当該土地、家屋又は償却資産が学校法人若しくは私立学校法(昭

第56条 法第348条第2項第9号、第9号の2若しくは第12号の固定資産

又は同項第16号の固定資産(独立行政法人労働者健康安全機構が設置

する医療関係者の養成所において直接教育の用に供するものに限

る。)について同項本文の規定の適用を受けようとする者は、土地に

ついては第1号及び第2号に、家屋については第3号及び第4号に、償

却資産については第5号及び第6号に掲げる事項を記載した申告書

を、当該土地、家屋又は償却資産が学校法人若しくは私立学校法(昭
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和24年法律第270号)第152条第5項の法人、公益社団法人若しくは公

益財団法人、宗教法人若しくは社会福祉法人で幼稚園を設置するも

の、医療法(昭和23年法律第205号)第31条の公的医療機関の開設者、

令第49条の10第1項に規定する医療法人、公益社団法人若しくは公

益財団法人、一般社団法人(非営利型法人(法人税法第2条第9号の2に

規定する非営利型法人をいう。以下この条において同じ。)に該当す

るものに限る。)若しくは一般財団法人(非営利型法人に該当するもの

に限る。)、社会福祉法人、独立行政法人労働者健康安全機構、健康

保険組合若しくは健康保険組合連合会若しくは国家公務員共済組合

若しくは国家公務員共済組合連合会で看護師、准看護師、歯科衛生

士、歯科技工士、助産師、臨床検査技師、理学療法士若しくは作業

療法士の養成所を設置するもの、公益社団法人若しくは公益財団法

人で図書館を設置するもの、公益社団法人若しくは公益財団法人若

しくは宗教法人で博物館法(昭和26年法律第285号)第2条第1項の博物

館を設置するもの又は公益社団法人若しくは公益財団法人で学術の

研究を目的とするもの(以下この条において「学校法人等」という。)

の所有に属しないものである場合においては当該土地、家屋又は償

却資産を当該学校法人等に無料で使用させていることを証明する書

面を添付して、市長に提出しなければならない。 

和24年法律第270号)第64条第4項の法人、公益社団法人若しくは公

益財団法人、宗教法人若しくは社会福祉法人で幼稚園を設置するも

の、医療法(昭和23年法律第205号)第31条の公的医療機関の開設者、

令第49条の10第1項に規定する医療法人、公益社団法人若しくは公

益財団法人、一般社団法人(非営利型法人(法人税法第2条第9号の2に

規定する非営利型法人をいう。以下この条において同じ。)に該当す

るものに限る。)若しくは一般財団法人(非営利型法人に該当するもの

に限る。)、社会福祉法人、独立行政法人労働者健康安全機構、健康

保険組合若しくは健康保険組合連合会若しくは国家公務員共済組合

若しくは国家公務員共済組合連合会で看護師、准看護師、歯科衛生

士、歯科技工士、助産師、臨床検査技師、理学療法士若しくは作業

療法士の養成所を設置するもの、公益社団法人若しくは公益財団法

人で図書館を設置するもの、公益社団法人若しくは公益財団法人若

しくは宗教法人で博物館法(昭和26年法律第285号)第2条第1項の博物

館を設置するもの又は公益社団法人若しくは公益財団法人で学術の

研究を目的とするもの(以下この条において「学校法人等」という。)

の所有に属しないものである場合においては当該土地、家屋又は償

却資産を当該学校法人等に無料で使用させていることを証明する書

面を添付して、市長に提出しなければならない。 

(1)～(6) 略 (1)～(6) 略 

(固定資産税の減免) (固定資産税の減免) 

第71条 略 第71条 略 

2 前項の規定により固定資産税の減免を受けようとする者は、納期限 2 前項の規定によって固定資産税の減免を受けようとする者は、納期
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前7日までに、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けよ

うとする事由を証明する書類を添付して市長に提出しなければなら

ない。ただし、市長が、当該者が所有する固定資産が同項各号のい

ずれかに該当することが明らかであり、かつ、固定資産税を減免す

る必要があると認める場合は、この限りでない。 

限前7日までに、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受け

ようとする事由を証明する書類を添付して市長に提出しなければな

らない。 

(1)～(5) 略 (1)～(5) 略 

3 第1項の規定により固定資産税の減免を受けた者は、その事由が消

滅した場合には、直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

3 第1項の規定によって固定資産税の減免を受けた者は、その事由が

消滅した場合においては、直ちにその旨を市長に申告しなければな

らない。 

(特別土地保有税の減免) (特別土地保有税の減免) 

第139条の3 略 第139条の3 略 

2 前項の規定により特別土地保有税の減免を受けようとする者は、納

期限前7日までに、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受

けようとする事由を証明する書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。ただし、市長が、当該者が所有又は取得する土地が同項

各号のいずれかに該当することが明らかであり、かつ、特別土地保

有税を減免する必要があると認める場合は、この限りでない。 

2 前項の規定によって特別土地保有税の減免を受けようとする者は、

納期限前7日までに、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を

受けようとする事由を証明する書類を添付して市長に提出しなけれ

ばならない。 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

3 第1項の規定により特別土地保有税の減免を受けた者は、その事由

が消滅した場合には、直ちにその旨を市長に申告しなければならな

い。 

3 第1項の規定によって特別土地保有税の減免を受けた者は、その事

由が消滅した場合には、直ちにその旨を市長に申告しなければなら

ない。 

附 則 

 (個人の市民税の所得割の非課税の範囲等) 

附 則 

 (個人の市民税の所得割の非課税の範囲等) 
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第5条 略 第5条 略 

(令和6年能登半島地震災害に係る雑損控除額等の特例) 

第5条の2 所得割の納税義務者の選択により、法附則第4条の4第4項

に規定する特例損失金額(以下この項において「特例損失金額」とい

う。)がある場合には、特例損失金額(同条第4項に規定する災害関連

支出がある場合には、第3項に規定する申告書の提出の日の前日まで

に支出したものに限る。以下この項及び次項において「損失対象金

額」という。)について、令和5年において生じた法第314条の2第1項

第1号に規定する損失の金額として、この条例の規定を適用すること

ができる。この場合において、第34条の2の規定により控除された金

額に係る当該損失対象金額は、その者の令和7年度以後の年度分で当

該損失対象金額が生じた年の末日の属する年度の翌年度分の市民税

に係るこの条例の規定の適用については、当該損失対象金額が生じ

た年において生じなかったものとみなす。 

2 前項前段の場合において、第34条の2の規定により控除された金額

に係る損失対象金額のうちに同項の規定の適用を受けた者と生計を

一にする令第48条の6第1項に規定する親族の有する法附則第4条の4

第4項に規定する資産について受けた損失の金額(以下この項におい

て「親族資産損失額」という。)があるときは、当該親族資産損失額

は、当該親族の令和7年度以後の年度分で当該親族資産損失額が生じ

た年の末日の属する年度の翌年度分の市民税に係るこの条例の規定

の適用については、当該親族資産損失額が生じた年において生じな

かったものとみなす。 

3 第1項の規定は、令和6年度分の第36条の2第1項又は第4項の規定に
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よる申告書(その提出期限後において市民税の納税通知書が送達され

る時までに提出されたもの及びその時までに提出された第36条の3第

1項の確定申告書を含む。)に第1項の規定の適用を受けようとする旨

の記載がある場合(これらの申告書にその記載がないことについてや

むを得ない理由があると市長が認める場合を含む。)に限り、適用す

る。 

(特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例) (特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例) 

第6条 平成30年度から令和9年度までの各年度分の個人の市民税に限

り、法附則第4条の5第3項の規定に該当する場合における第34条の2

の規定による控除については、その者の選択により、同条中「同条

第1項」とあるのは「同条第1項(第2号を除く。)」と、「まで」とあ

るのは「まで並びに法附則第4条の5第3項の規定により読み替えて適

用される法第314条の2第1項(第2号に係る部分に限る。)」として、

同条の規定を適用することができる。 

 (寄附金税額控除における特例控除額の特例) 

第7条の4 略 

第6条 平成30年度から令和9年度までの各年度分の個人の市民税に限

り、法附則第4条の4第3項の規定に該当する場合における第34条の2

の規定による控除については、その者の選択により、同条中「同条

第1項」とあるのは「同条第1項(第2号を除く。)」と、「まで」とあ

るのは「まで並びに法附則第4条の4第3項の規定により読み替えて適

用される法第314条の2第1項(第2号に係る部分に限る。)」として、

同条の規定を適用することができる。 

 (寄附金税額控除における特例控除額の特例) 

第7条の4 略 

(令和6年度分の個人の市民税の特別税額控除) 

第7条の5 令和6年度分の個人の市民税に限り、法附則第5条の8第4項

及び第5項に規定するところにより控除すべき市民税に係る令和6年

度分特別税額控除額を、前年の合計所得金額が1,805万円以下である

所得割の納税義務者(次条及び附則第7条の7において「特別税額控除

対象納税義務者」という。)の第34条の3、第34条の6から第34条の9

まで、附則第5条第2項、附則第7条第1項、附則第7条の3の2第1項、
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前条及び附則第9条の2の規定を適用した場合の所得割の額から控除

する。 

2 前項の規定の適用がある場合における第34条の7第2項、第47条の5

第1項及び前条の規定の適用については、第34条の7第2項及び前条

中「附則第5条の6第2項」とあるのは「附則第5条の6第2項及び第5

条の8第6項」と、第47条の5第1項中「課した」とあるのは「附則第

7条の5第1項の規定の適用がないものとした場合に課すべき」と、

「の前々年中」とあるのは「の同項の規定の適用がないものとした

場合における前々年中」と、「、前々年中」とあるのは「、附則第7

条の5第1項の規定の適用がないものとした場合における前々年中」

とする。 

(令和6年度分の個人の市民税の納税通知書に関する特例) 

第7条の6 令和6年度分の個人の市民税に限り、個人の市民税の納税通

知書に記載すべき各納期の納付額については、第41条の規定にかか

わらず、次に定めるところによる。 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の普通徴収に係

る個人の市民税の額(前条第1項の規定の適用がないものとした場

合に算出される普通徴収に係る個人の市民税の額をいう。)、特別

税額控除前の普通徴収に係る個人の県民税の額(法附則第5条の8第

1項及び第2項の規定の適用がないものとした場合に算出される普

通徴収に係る個人の県民税の額をいう。)及び普通徴収に係る森林

環境税の額の合算額(以下この号において「特別税額控除前の普通

徴収に係る個人の住民税の額」という。)からその者の普通徴収に

係る個人の市民税の額、普通徴収に係る個人の県民税の額及び普
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通徴収に係る森林環境税の額の合算額を控除した額(以下この項に

おいて「普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額」とい

う。)がその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の

額を4で除して得た金額(当該金額に1,000円未満の端数があると

き、又は当該金額の全額が1,000円未満であるときは、その端数金

額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「分割金

額」という。)に3を乗じて得た金額をその者の特別税額控除前の

普通徴収に係る個人の住民税の額から控除した残額に相当する金

額(以下この項において「第1期分金額」という。)に満たない場合

には、当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、第40条第1

項に規定する第1期の納期(以下この項、次項及び次条第1項におい

て「第1期納期」という。)においてはその者の第1期分金額からそ

の者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額を控除した

額とし、その他のそれぞれの納期においてはその者の分割金額と

する。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る

特別税額控除額がその者の第1期分金額以上であり、かつ、その者

の第1期分金額とその者の分割金額との合計額に満たない場合に

は、当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、第1期納期に

おいてはないものとし、第40条第1項に規定する第2期の納期(以下

この項及び次条第1項において「第2期納期」という。)においては

その者の第1期分金額とその者の分割金額との合計額からその者の

普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額を控除した額と

し、第40条第1項に規定する第3期の納期(以下この項において「第
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3期納期」という。)及び同条第1項に規定する第4期の納期(以下こ

の項において「第4期納期」という。)においてはその者の分割金

額とする。 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る

特別税額控除額がその者の第1期分金額とその者の分割金額との合

計額以上であり、かつ、その者の第1期分金額とその者の分割金額

に2を乗じて得た金額との合計額に満たない場合には、当該納税通

知書に記載すべき各納期の納付額は、第1期納期及び第2期納期に

おいてはないものとし、第3期納期においてはその者の第1期分金

額とその者の分割金額に2を乗じて得た金額との合計額からその者

の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額を控除した額と

し、第4期納期においてはその者の分割金額とする。 

(4) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る

特別税額控除額がその者の第1期分金額とその者の分割金額に2を

乗じて得た金額との合計額以上である場合には、当該納税通知書

に記載すべき各納期の納付額は、第1期納期、第2期納期及び第3期

納期においてはないものとし、第4期納期においてはその者の普通

徴収に係る個人の市民税の額、普通徴収に係る個人の県民税の額

及び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額とする。 

2 令和6年度分の個人の市民税(第1期納期から第47条第1項の規定によ

り普通徴収の方法によって徴収されることとなったものを除く。)を

同項の規定により普通徴収の方法によって徴収する場合について

は、前項の規定は、適用しない。 

(令和6年度分の公的年金等に係る所得に係る個人の市民税に関する  
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特例) 

第7条の7 令和6年度分の個人の市民税に限り、第47条の2第1項の規

定により特別徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得

に係る個人の市民税(第3項において「年金所得に係る特別徴収の個

人の市民税」という。)の額及び同条第2項の規定により普通徴収の

方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の市民税

の額については、次に定めるところによる。 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の年金所得に係

る個人の市民税の額(附則第7条の5第1項の規定の適用がないもの

とした場合に算出される第47条の2第1項に規定する前年中の公的

年金等に係る所得に係る所得割額及び均等割額(これと併せて賦課

徴収を行う森林環境税額を含む。以下この号及び第5号において同

じ。)の合算額(以下この号及び第5号において「年金所得に係る所

得割額及び均等割額の合算額」という。)をいう。以下この号及び

第3項第1号において同じ。)からその者の年金所得に係る所得割額

及び均等割額の合算額を控除した額(以下この項及び第3項におい

て「年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額」とい

う。)がその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の市民税の

額(特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額から特別税

額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額(特別税額控除前の年

金所得に係る個人の市民税の額の2分の1に相当する額をいう。以

下この号において同じ。)を控除した額をいう。以下この号におい

て同じ。)を2で除して得た金額(当該金額に1,000円未満の端数があ

るとき、又は当該金額の全額が1,000円未満であるときは、その端
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数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「第2

期分金額」という。)をその者の特別税額控除前の普通徴収に係る

個人の市民税の額から控除した残額に相当する金額(以下この項に

おいて「第1期分金額」という。)に満たない場合には、第1期納期

及び第2期納期に普通徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に

係る所得に係る個人の市民税の額(以下この項において「普通徴収

対象税額」という。)並びに第47条の3に規定する特別徴収対象年

金給付の支払をする際、特別徴収の方法によって徴収すべき公的

年金等に係る所得に係る個人の市民税の額(以下この項及び第3項

において「特別徴収対象税額」という。)は、第1期納期において

はその者の第1期分金額からその者の年金所得に係る個人の市民税

に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、第2期納期

においてはその者の第2期分金額に相当する税額、当該年度の初日

の属する年の10月1日から11月30日までの間においてはその者の

特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額を3で除して得

た金額(当該金額に100円未満の端数があるとき、又は当該金額の

全額が100円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り

捨てた金額。以下この項において「分割金額」という。)に2を乗

じて得た金額をその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の

市民税の額から控除した残額に相当する金額(以下この項において

「10月分金額」という。)に相当する税額、同年12月1日から翌年

の3月31日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額と

する。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に
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係る特別税額控除額がその者の第1期分金額以上であり、かつ、そ

の者の第1期分金額とその者の第2期分金額との合計額に満たない

場合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第1期納期

における税額はないものとし、第2期納期においてはその者の第1

期分金額とその者の第2期分金額との合計額からその者の年金所得

に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当

する税額、当該年度の初日の属する年の10月1日から11月30日ま

での間においてはその者の10月分金額に相当する税額、同年12月

1日から翌年の3月31日までの間においてはその者の分割金額に相

当する税額とする。 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に

係る特別税額控除額がその者の第1期分金額とその者の第2期分金

額との合計額以上であり、かつ、その者の第1期分金額、その者の

第2期分金額及びその者の10月分金額の合計額に満たない場合に

は、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第1期納期及び第

2期納期における税額はないものとし、当該年度の初日の属する年

の10月1日から11月30日までの間においてはその者の第1期分金

額、その者の第2期分金額及びその者の10月分金額の合計額からそ

の者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除

した残額に相当する税額、同年12月1日から翌年の3月31日までの

間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

(4) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に

係る特別税額控除額がその者の第1期分金額、その者の第2期分金

額及びその者の10月分金額の合計額以上であり、かつ、その者の
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第1期分金額、その者の第2期分金額、その者の10月分金額及びそ

の者の分割金額の合計額に満たない場合には、普通徴収対象税額

及び特別徴収対象税額は、第1期納期及び第2期納期並びに当該年

度の初日の属する年の10月1日から11月30日までの間における税

額はないものとし、同年12月1日から翌年の1月31日までの間にお

いてはその者の第1期分金額、その者の第2期分金額、その者の10

月分金額及びその者の分割金額の合計額からその者の年金所得に

係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当す

る税額、同年2月1日から3月31日までの間においてはその者の分

割金額に相当する税額とする。 

(5) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に

係る特別税額控除額がその者の第1期分金額、その者の第2期分金

額、その者の10月分金額及びその者の分割金額の合計額以上であ

る場合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第1期納

期及び第2期納期並びに当該年度の初日の属する年の10月1日から

翌年の1月31日までの間における税額はないものとし、同年2月1

日から3月31日までの間においてはその者の年金所得に係る所得割

額及び均等割額の合算額に相当する税額とする。 

2 前項の規定の適用がある場合における第47条の4の規定の適用につ

いては、同条第2項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初

日の属する年の10月1日から翌年の3月31日までの間における当該特

別徴収対象年金所得者に係る特別徴収対象年金給付の支払の回数で

除して得た額」とあるのは、「附則第7条の7第1項各号に規定する特

別徴収の方法によって徴収すべき額」とする。 
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3 令和6年度分の個人の市民税に限り、年金所得に係る特別徴収の個

人の市民税の額(第1項の規定の適用があるものを除く。)について

は、次に定めるところによる。 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に

係る特別税額控除額がその者の特別税額控除前の特別徴収に係る

個人の市民税の額(特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税

の額から第47条の5第1項に規定する年金所得に係る仮特別徴収税

額を控除した額をいう。以下この号において同じ。)を3で除して

得た金額(当該金額に100円未満の端数があるとき、又は当該金額

の全額が100円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切

り捨てた金額。以下この項において「分割金額」という。)に2を

乗じて得た金額をその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人

の市民税の額から控除した残額に相当する金額(以下この項におい

て「10月分金額」という。)に満たない場合には、特別徴収対象税

額は、当該年度の初日の属する年の10月1日から11月30日までの

間においてはその者の10月分金額からその者の年金所得に係る個

人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税

額、同年12月1日から翌年の3月31日までの間においてはその者の

分割金額に相当する税額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に

係る特別税額控除額がその者の10月分金額以上であり、かつ、そ

の者の10月分金額とその者の分割金額との合計額に満たない場合

には、特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属する年の10月1日

から11月30日までの間における税額はないものとし、同年12月1
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日から翌年の1月31日までの間においてはその者の10月分金額と

その者の分割金額との合計額からその者の年金所得に係る個人の

市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、同

年2月1日から3月31日までの間においてはその者の分割金額に相

当する税額とする。 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に

係る特別税額控除額がその者の10月分金額とその者の分割金額と

の合計額以上である場合には、特別徴収対象税額は、当該年度の

初日の属する年の10月1日から翌年の1月31日までの間における税

額はないものとし、同年2月1日から3月31日までの間においては

その者の第47条の5第2項の規定により読み替えられた第47条の2

第1項に規定する年金所得に係る特別徴収税額に相当する税額とす

る。 

4 前項の規定の適用がある場合における第47条の4の規定の適用につ

いては、同条第2項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初

日の属する年の10月1日から翌年の3月31日までの間における当該特

別徴収対象年金所得者に係る特別徴収対象年金給付の支払の回数で

除して得た額」とあるのは、「附則第7条の7第3項各号に規定する特

別徴収の方法によって徴収すべき額」とする。 

5 令和6年度分の個人の市民税につき第47条の6第1項の規定の適用が

ある場合については、前各項の規定は、適用しない。 

(令和7年度分の個人の市民税の特別税額控除) 

第7条の8 令和7年度分の個人の市民税に限り、法附則第5条の12第3

項及び第4項に規定するところにより控除すべき市民税に係る令和7
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年度分特別税額控除額を、同条第3項に規定する特別税額控除対象納

税義務者の第34条の3、第34条の6から第34条の9まで、附則第5条第

2項、附則第7条第1項、附則第7条の3の2第1項、附則第7条の4及び

附則第9条の2の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

(肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例) (肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例) 

第8条 略 第8条 略 

2 前項に規定する各年度分の個人の市民税に限り、法附則第6条第5項

に規定する場合において、第36条の2第1項の規定による申告書に肉

用牛の売却に係る租税特別措置法第25条第2項第2号に規定する事業

所得の明細に関する事項の記載があるときは、その者の前年の総所

得金額に係る市民税の所得割の額は、第33条から第34条の3まで、

第34条の6から第34条の8まで、附則第7条第1項、附則第7条の3第1

項、附則第7条の3の2第1項及び附則第7条の4の規定にかかわらず、

法附則第6条第5項各号に掲げる金額の合計額とすることができる。 

2 前項に規定する各年度分の個人の市民税に限り、法附則第6条第5項

に規定する場合において、第36条の2第1項の規定による申告書に肉

用牛の売却に係る租税特別措置法第25条第2項第2号に規定する事業

所得の明細に関する事項の記載があるときは、その者の前年の総所

得金額に係る市民税の所得割の額は、第33条から第34条の3まで、

第34条の6から第34条の8まで、附則第7条第1項、附則第7条の3第1

項、附則第7条の3の2第1項及び前条第2項の規定にかかわらず、法

附則第6条第5項各号に掲げる金額の合計額とすることができる。 

3 前項の規定の適用がある場合における第34条の9第1項、附則第7条

の5第1項及び前条の規定の適用については、第34条の9第1項中「前

3条」とあるのは「前3条並びに附則第8条第2項」と、附則第7条の5

第1項中「前条及び」とあるのは「前条、附則第8条第2項及び」と、

前条中「附則第7条の4及び」とあるのは「附則第7条の4、次条第2

項及び」とする。 

3 前項の規定の適用がある場合における第34条の9第1項の規定の適

用については、同項中「前3条」とあるのは、「前3条並びに附則第8

条第2項」とする。 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定める割合) (法附則第15条第2項第1号等の条例で定める割合) 

第10条の2 略 第10条の2 略 

2～6 略 2～6 略 
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7 法附則第15条第25項第2号に規定する設備について同号に規定する

市町村の条例で定める割合は7分の6とする。 

 

8 法附則第15条第25項第3号イに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は4分の3とする。 

7 法附則第15条第25項第2号イに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は4分の3とする。 

9 法附則第15条第25項第3号ロに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は4分の3とする。 

8 法附則第15条第25項第2号ロに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は4分の3とする。 

10 法附則第15条第25項第3号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は4分の3とする。 

9 法附則第15条第25項第2号ハに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は4分の3とする。 

11 法附則第15条第25項第4号イに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は、2分の1とする。 

10 法附則第15条第25項第3号イに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は、2分の1とする。 

12 法附則第15条第25項第4号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は、2分の1とする。 

11 法附則第15条第25項第3号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は、2分の1とする。 

13 法附則第15条第25項第4号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は、2分の1とする。 

12 法附則第15条第25項第3号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は、2分の1とする。 

 13 法附則第15条第32項に規定する市町村の条例で定める割合は、2

分の1とする。 

14 法附則第15条第32項に規定する市町村の条例で定める割合は、3

分の2とする。 

14 法附則第15条第33項に規定する市町村の条例で定める割合は、3

分の2とする。 

15 法附則第15条第37項に規定する市町村の条例で定める割合は、3

分の2とする。 

15 法附則第15条第38項に規定する市町村の条例で定める割合は、3

分の2とする。 

16 法附則第15条第38項に規定する市町村の条例で定める割合は、2

分の1とする。 
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17・18 略 16・17 略 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとす

る者がすべき申告) 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとす

る者がすべき申告) 

第10条の3 略 第10条の3 略 

2 略 2 略 

3 市長は、法附則第15条の7第1項又は第2項の認定長期優良住宅のう

ち区分所有に係る住宅については、前項の申告書の提出がなかった

場合においても、長期優良住宅の普及の促進に関する法律(平成20年

法律第87号)第5条第4項に規定する管理者等から、法附則第15条の7

第3項に規定する期間内に施行規則附則第7条第4項に規定する書類の

提出がされ、かつ、当該区分所有に係る住宅が法附則第15条の7第1

項又は第2項に規定する要件に該当すると認められるときは、前項の

規定にかかわらず、同条第1項又は第2項の規定を適用することがで

きる。 

 

4～8 略 3～7 略 

9 法附則第15条の9第4項の高齢者等居住改修住宅又は同条第5項の高

齢者等居住改修専有部分について、これらの規定の適用を受けよう

とする者は、同条第4項に規定する居住安全改修工事が完了した日か

ら3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第7

条第9項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならな

い。 

8 法附則第15条の9第4項の高齢者等居住改修住宅又は同条第5項の高

齢者等居住改修専有部分について、これらの規定の適用を受けよう

とする者は、同条第4項に規定する居住安全改修工事が完了した日か

ら3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第7

条第8項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならな

い。 

(1)～(7) 略 (1)～(7) 略 

10 法附則第15条の9第9項の熱損失防止改修等住宅又は同条第10項の 9 法附則第15条の9第9項の熱損失防止改修等住宅又は同条第10項の
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熱損失防止改修等専有部分について、これらの規定の適用を受けよ

うとする者は、同条第9項に規定する熱損失防止改修工事等が完了し

た日から3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附

則第7条第10項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければな

らない。 

熱損失防止改修等専有部分について、これらの規定の適用を受けよ

うとする者は、同条第9項に規定する熱損失防止改修工事等が完了し

た日から3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附

則第7条第9項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければな

らない。 

(1)～(6) 略 (1)～(6) 略 

11 法附則第15条の9の2第1項に規定する特定耐震基準適合住宅につ

いて、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該特定耐震基準

適合住宅に係る耐震改修が完了した日から3月以内に、次に掲げる事

項を記載した申告書に施行規則附則第7条第11項各号に掲げる書類を

添付して市長に提出しなければならない。 

10 法附則第15条の9の2第1項に規定する特定耐震基準適合住宅につ

いて、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該特定耐震基準

適合住宅に係る耐震改修が完了した日から3月以内に、次に掲げる事

項を記載した申告書に施行規則附則第7条第10項各号に規定する書類

を添付して市長に提出しなければならない。 

(1)～(6) 略 (1)～(6) 略 

12 法附則第15条の9の2第4項に規定する特定熱損失防止改修等住宅

又は同条第5項に規定する特定熱損失防止改修等住宅専有部分につい

て、これらの規定の適用を受けようとする者は、法附則第15条の9第

9項に規定する熱損失防止改修工事が完了した日から3月以内に、次

に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第7条第12項各号に掲

げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

11 法附則第15条の9の2第4項に規定する特定熱損失防止改修等住宅

又は同条第5項に規定する特定熱損失防止改修等住宅専有部分につい

て、これらの規定の適用を受けようとする者は、法附則第15条の9第

9項に規定する熱損失防止改修工事が完了した日から3月以内に、次

に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第7条第11項各号に掲

げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1)～(6) 略 (1)～(6) 略 

13 法附則第15条の9の3第1項に規定する特定マンションに係る区分

所有に係る家屋について、同項の規定の適用を受けようとする者

は、当該特定マンションに係る同項に規定する工事が完了した日か

ら3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第7

12 法附則第15条の9の3第1項に規定する特定マンションに係る区分

所有に係る家屋について、同項の規定の適用を受けようとする者

は、当該特定マンションに係る同項に規定する工事が完了した日か

ら3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第7
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条第17項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならな

い。 

条第16項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならな

い。 

(1)～(5) 略 (1)～(5) 略 

14 法附則第15条の10第1項の耐震基準適合家屋について、同項の規

定の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震

改修が完了した日から3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書

に施行規則附則第7条第18項に規定する補助に係る補助金確定通知書

の写し、建築物の耐震改修の促進に関する法律(平成7年法律第123

号)第7条又は附則第3条第1項の規定による報告の写し及び当該耐震

改修後の家屋が令附則第12条第19項に規定する基準を満たすことを

証する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

13 法附則第15条の10第1項の耐震基準適合家屋について、同項の規

定の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震

改修が完了した日から3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書

に施行規則附則第7条第17項に規定する補助に係る補助金確定通知書

の写し、建築物の耐震改修の促進に関する法律(平成7年法律第123

号)第7条又は附則第3条第1項の規定による報告の写し及び当該耐震

改修後の家屋が令附則第12条第19項に規定する基準を満たすことを

証する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 施行規則附則第7条第18項に規定する補助の算定の基礎となっ

た当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修に要した費用 

(5) 施行規則附則第7条第17項に規定する補助の算定の基礎となっ

た当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修に要した費用 

(6) 略 (6) 略 

15 略 14 略 

(土地に対して課する令和6年度から令和8年度までの各年度分の固定

資産税の特例に関する用語の意義) 

(土地に対して課する令和3年度から令和5年度までの各年度分の固定

資産税の特例に関する用語の意義) 

第11条 略 第11条 略 

(令和7年度又は令和8年度における土地の価格の特例) (令和4年度又は令和5年度における土地の価格の特例) 

第11条の2 市の区域内の自然的及び社会的条件からみて類似の利用価

値を有すると認められる地域において地価が下落し、かつ、市長が

第11条の2 市の区域内の自然的及び社会的条件からみて類似の利用価

値を有すると認められる地域において地価が下落し、かつ、市長が
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土地の修正前の価格(法附則第17条の2第1項に規定する修正前の価格

をいう。)を当該年度分の固定資産税の課税標準とすることが固定資

産税の課税上著しく均衡を失すると認める場合における当該土地に

対して課する固定資産税の課税標準は、第61条の規定にかかわら

ず、令和7年度分又は令和8年度分の固定資産税に限り、当該土地の

修正価格(法附則第17条の2第1項に規定する修正価格をいう。)で土

地課税台帳等に登録されたものとする。 

土地の修正前の価格(法附則第17条の2第1項に規定する修正前の価格

をいう。)を当該年度分の固定資産税の課税標準とすることが固定資

産税の課税上著しく均衡を失すると認める場合における当該土地に

対して課する固定資産税の課税標準は、第61条の規定にかかわら

ず、令和4年度分又は令和5年度分の固定資産税に限り、当該土地の

修正価格(法附則第17条の2第1項に規定する修正価格をいう。)で土

地課税台帳等に登録されたものとする。 

2 法附則第17条の2第2項に規定する令和7年度適用土地又は令和7年

度類似適用土地であって、令和8年度分の固定資産税について前項の

規定の適用を受けないこととなるものに対して課する同年度分の固

定資産税の課税標準は、第61条の規定にかかわらず、修正された価

格(法附則第17条の2第2項に規定する修正された価格をいう。)で土

地課税台帳等に登録されたものとする。 

2 法附則第17条の2第2項に規定する令和4年度適用土地又は令和4年

度類似適用土地であって、令和5年度分の固定資産税について前項の

規定の適用を受けないこととなるものに対して課する同年度分の固

定資産税の課税標準は、第61条の規定にかかわらず、修正された価

格(法附則第17条の2第2項に規定する修正された価格をいう。)で土

地課税台帳等に登録されたものとする。 

(宅地等に対して課する令和6年度から令和8年度までの各年度分の固

定資産税の特例) 

(宅地等に対して課する令和3年度から令和5年度までの各年度分の固

定資産税の特例) 

第12条 宅地等に係る令和6年度から令和8年度までの各年度分の固定

資産税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が、当

該宅地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の

課税標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標

準となるべき価格(当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法

第349条の3の2の規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該価

格に同条に定める率を乗じて得た額。以下この条において同じ。)に

100分の5を乗じて得た額を加算した額(当該宅地等が当該年度分の固

第12条 宅地等に係る令和3年度から令和5年度までの各年度分の固定

資産税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が、当

該宅地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の

課税標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標

準となるべき価格(当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法

第349条の3の2の規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該価

格に同条に定める率を乗じて得た額。以下この条において同じ。)に

100分の5(商業地等に係る令和4年度分の固定資産税にあっては、10
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定資産税について法第349条の3又は法附則第15条から第15条の3ま

での規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額にこれらの規

定に定める率を乗じて得た額)を当該宅地等に係る当該年度分の固定

資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額(以

下「宅地等調整固定資産税額」という。)を超える場合には、当該宅

地等調整固定資産税額とする。 

0分の2.5)を乗じて得た額を加算した額(令和3年度分の固定資産税に

あっては、前年度分の固定資産税の課税標準額)(当該宅地等が当該年

度分の固定資産税について法第349条の3又は法附則第15条から第15

条の3までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額)を当該宅地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産

税額(以下「宅地等調整固定資産税額」という。)を超える場合には、

当該宅地等調整固定資産税額とする。 

2 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る令和6年度から令和8年度

までの各年度分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調整固定

資産税額が、当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標

準となるべき価格に10分の6を乗じて得た額(当該商業地等が当該年

度分の固定資産税について法第349条の3又は法附則第15条から第15

条の3までの規定の適用を受ける商業地等であるときは、当該額にこ

れらの規定に定める率を乗じて得た額)を当該商業地等に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定

資産税額を超える場合には、同項の規定にかかわらず、当該固定資

産税額とする。 

2 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る令和4年度分及び令和5年

度分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調整固定資産税額

が、当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となる

べき価格に10分の6を乗じて得た額(当該商業地等が当該年度分の固

定資産税について法第349条の3又は法附則第15条から第15条の3ま

での規定の適用を受ける商業地等であるときは、当該額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税

額を超える場合には、同項の規定にかかわらず、当該固定資産税額

とする。 

3 第1項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和6年度から令和8年度

までの各年度分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調整固定

資産税額が、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき価格に10分の2を乗じて得た額(当該宅地等が当該年度分

の固定資産税について法第349条の3又は法附則第15条から第15条の

3 第1項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和4年度分及び令和5年

度分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調整固定資産税額

が、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き価格に10分の2を乗じて得た額(当該宅地等が当該年度分の固定資

産税について法第349条の3又は法附則第15条から第15条の3までの
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3までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額)を当該宅地等に係る当該年度分の固

定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額

に満たない場合には、同項の規定にかかわらず、当該固定資産税額

とする。 

規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額にこれらの規定に

定める率を乗じて得た額)を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額に満た

ない場合には、同項の規定にかかわらず、当該固定資産税額とす

る。 

4 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6以上0.7以

下のものに係る令和6年度から令和8年度までの各年度分の固定資産

税の額は、第1項の規定にかかわらず、当該商業地等の当該年度分の

固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額(当該商業地等

が当該年度分の固定資産税について法第349条の3又は法附則第15条

から第15条の3までの規定の適用を受ける商業地等であるときは、前

年度分の固定資産税の課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき額とした場合における固定資産税額(以下「商業地等据置

固定資産税額」という。)とする。 

4 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6以上0.7以

下のものに係る令和3年度から令和5年度までの各年度分の固定資産

税の額は、第1項の規定にかかわらず、当該商業地等の当該年度分の

固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額(当該商業地等

が当該年度分の固定資産税について法第349条の3又は法附則第15条

から第15条の3までの規定の適用を受ける商業地等であるときは、前

年度分の固定資産税の課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき額とした場合における固定資産税額(以下「商業地等据置

固定資産税額」という。)とする。 

5 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を超える

ものに係る令和6年度から令和8年度までの各年度分の固定資産税の

額は、第1項の規定にかかわらず、当該商業地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき価格に10分の7を乗じて得た額(当

該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3又は法

附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける商業地等であ

るときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額)を当該

商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額と

5 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を超える

ものに係る令和3年度から令和5年度までの各年度分の固定資産税の

額は、第1項の規定にかかわらず、当該商業地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき価格に10分の7を乗じて得た額(当

該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3又は法

附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける商業地等であ

るときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額)を当該

商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額と
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した場合における固定資産税額(以下「商業地等調整固定資産税額」

という。)とする。 

した場合における固定資産税額(以下「商業地等調整固定資産税額」

という。)とする。 

(農地に対して課する令和6年度から令和8年度までの各年度分の固定

資産税の特例) 

(農地に対して課する令和3年度から令和5年度までの各年度分の固定

資産税の特例) 

第13条 農地に係る令和6年度から令和8年度までの各年度分の固定資

産税の額は、当該農地に係る当該年度分の固定資産税額が、当該農

地に係る当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課

税標準額(当該農地が当該年度分の固定資産税について法第349条の3

又は法附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける農地で

あるときは、当該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得

た額)に、当該農地の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準の区

分に応じ、同表の右欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額を当該農

地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場

合における固定資産税額(以下「農地調整固定資産税額」という。)を

超える場合には、当該農地調整固定資産税額とする。 

第13条 農地に係る令和3年度から令和5年度までの各年度分の固定資

産税の額は、当該農地に係る当該年度分の固定資産税額が、当該農

地に係る当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課

税標準額(当該農地が当該年度分の固定資産税について法第349条の3

又は法附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける農地で

あるときは、当該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得

た額。以下この項において同じ。)に、当該農地の当該年度の次の表

の左欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負担調

整率を乗じて得た額(令和3年度分の固定資産税にあっては、前年度

分の固定資産税の課税標準額)を当該農地に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額(以下

「農地調整固定資産税額」という。)を超える場合には、当該農地調

整固定資産税額とする。 

負担水準の区分 負担調整率 

（略） 
 

負担水準の区分 負担調整率 

（略） 
 

(特別土地保有税の課税の特例) (特別土地保有税の課税の特例) 

第15条 附則第12条第1項から第5項までの規定の適用がある宅地等(附

則第11条第2号に掲げる宅地等をいうものとし、法第349条の3、第3

49条の3の2又は附則第15条から第15条の3までの規定の適用がある

第15条 附則第12条第1項から第5項までの規定の適用がある宅地等(附

則第11条第2号に掲げる宅地等をいうものとし、法第349条の3、第3

49条の3の2又は附則第15条から第15条の3までの規定の適用がある
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宅地等を除く。)に対して課する令和6年度から令和8年度までの各年

度分の特別土地保有税については、第137条第1号及び第140条の5中

「当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格」とあるの

は、「当該年度分の固定資産税に係る附則第12条第1項から第5項ま

でに規定する課税標準となるべき額」とする。 

宅地等を除く。)に対して課する令和3年度から令和5年度までの各年

度分の特別土地保有税については、第137条第1号及び第140条の5中

「当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格」とあるの

は、「当該年度分の固定資産税に係る附則第12条第1項から第5項ま

でに規定する課税標準となるべき額」とする。 

2 法附則第11条の5第1項に規定する宅地評価土地の取得のうち平成1

8年1月1日から令和9年3月31日までの間にされたものに対して課す

る特別土地保有税については、第137条第2号中「不動産取得税の課

税標準となるべき価格」とあるのは「不動産取得税の課税標準とな

るべき価格(法附則第11条の5第1項の規定の適用がないものとした場

合における課税標準となるべき価格をいう。)に2分の1を乗じて得た

額」とし、「令第54条の38第1項に規定する価格」とあるのは「令

第54条の38第1項に規定する価格(法附則第11条の5第1項の規定の適

用がないものとした場合における価格をいう。)に2分の1を乗じて得

た額」とする。 

2 法附則第11条の5第1項に規定する宅地評価土地の取得のうち平成1

8年1月1日から令和6年3月31日までの間にされたものに対して課す

る特別土地保有税については、第137条第2号中「不動産取得税の課

税標準となるべき価格」とあるのは「不動産取得税の課税標準とな

るべき価格(法附則第11条の5第1項の規定の適用がないものとした場

合における課税標準となるべき価格をいう。)に2分の1を乗じて得た

額」とし、「令第54条の38第1項に規定する価格」とあるのは「令

第54条の38第1項に規定する価格(法附則第11条の5第1項の規定の適

用がないものとした場合における価格をいう。)に2分の1を乗じて得

た額」とする。 

3～5 略 3～5 略 

(上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課税の特例) (上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課税の特例) 

第16条の3 略 第16条の3 略 

2 略 2 略 

3 第1項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 3 第1項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則

第7条の5第1項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、
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「所得割の額並びに附則第16条の3第1項の規定による市民税の所

得割の額」とする。 

(土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市民税の課税の特例) (土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市民税の課税の特例) 

第16条の4 略 第16条の4 略 

2 略 2 略 

3 第1項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 3 第1項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則

第7条の5第1項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第16条の4第1項の規定による市民税の所

得割の額」とする。 

 

4 略 4 略 

(長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例) (長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例) 

第17条 略 第17条 略 

2 略 2 略 

3 第1項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 3 第1項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則

第7条の5第1項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第17条第1項の規定による市民税の所得割

の額」とする。 

 

(短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例) (短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例) 



 

 

6
7 

第18条 略 第18条 略 

2～4 略 2～4 略 

5 第1項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 5 第1項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則

第7条の5第1項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第18条第1項の規定による市民税の所得割

の額」とする。 

 

(一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例) (一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例) 

第19条 略 第19条 略 

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 2 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則

第7条の5第1項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第19条第1項の規定による市民税の所得割

の額」とする。 

 

(先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の課税の特例) (先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の課税の特例) 

第20条 略 第20条 略 

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 2 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則

第7条の5第1項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、
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「所得割の額並びに附則第20条第1項の規定による市民税の所得割

の額」とする。 

(特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税の課税の特

例) 

(特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税の課税の特

例) 

第20条の2 略 第20条の2 略 

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 2 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則

第7条の5第1項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第20条の2第1項の規定による市民税の所

得割の額」とする。 

 

3・4 略 3・4 略 

5 第3項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。 

5 第3項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則

第7条の5第1項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第20条の2第3項後段の規定による市民税

の所得割の額」とする。 

 

(条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税の課税の特

例) 

(条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税の課税の特

例) 

第20条の3 略 第20条の3 略 
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2 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 2 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則

第7条の5第1項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第20条の3第1項の規定による市民税の所

得割の額」とする。 

 

3・4 略 3・4 略 

5 第3項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。 

5 第3項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則

第7条の5第1項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第20条の3第3項後段の規定による市民税

の所得割の額」とする。 

 

6 略 6 略 

(宅地等に対して課する令和6年度から令和8年度までの各年度分の都

市計画税の特例) 

(宅地等に対して課する令和3年度から令和5年度までの各年度分の都

市計画税の特例) 

第22条の2 宅地等に係る令和6年度から令和8年度までの各年度分の

都市計画税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税額

が、当該宅地等の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計

画税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税の

課税標準となるべき価格(当該宅地等が当該年度分の都市計画税につ

いて法第702条の3の規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該

第22条の2 宅地等に係る令和3年度から令和5年度までの各年度分の

都市計画税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税額

が、当該宅地等の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計

画税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税の

課税標準となるべき価格(当該宅地等が当該年度分の都市計画税につ

いて法第702条の3の規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該
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価格に同条に定める率を乗じて得た額。以下同じ。)に100分の5を乗

じて得た額を加算した額(当該宅地等が当該年度分の固定資産税につ

いて法第349条の3(第19項を除く。)又は法附則第15条から第15条の

3までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額)を当該宅地等に係る当該年度分の都

市計画税の課税標準となるべき額とした場合における都市計画税額

(以下「宅地等調整都市計画税額」という。)を超える場合には、当該

宅地等調整都市計画税額とする。 

価格に同条に定める率を乗じて得た額。以下同じ。)に100分の5(商

業地等に係る令和4年度分の都市計画税にあっては、100分の2.5)を

乗じて得た額を加算した額(令和3年度分の都市計画税にあっては、

前年度分の都市計画税の課税標準額)(当該宅地等が当該年度分の固定

資産税について法第349条の3(第19項を除く。)又は法附則第15条か

ら第15条の3までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額

にこれらの規定に定める率を乗じて得た額)を当該宅地等に係る当該

年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における都

市計画税額(以下「宅地等調整都市計画税額」という。)を超える場合

には、当該宅地等調整都市計画税額とする。 

2 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る令和6年度から令和8年度

までの各年度分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市

計画税額が、当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標

準となるべき価格に10分の6を乗じて得た額(当該商業地等が当該年

度分の固定資産税について法第349条の3(第19項を除く。)又は法附

則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける商業地等である

ときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額)を当該商

業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とし

た場合における都市計画税額を超える場合には、前項の規定にかか

わらず、当該都市計画税額とする。 

2 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る令和4年度分及び令和5年

度分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計画税額

が、当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となる

べき価格に10分の6を乗じて得た額(当該商業地等が当該年度分の固

定資産税について法第349条の3(第19項を除く。)又は法附則第15条

から第15条の3までの規定の適用を受ける商業地等であるときは、当

該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額)を当該商業地等に係

る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合にお

ける都市計画税額を超える場合には、前項の規定にかかわらず、当

該都市計画税額とする。 

3 第1項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和6年度から令和8年度

までの各年度分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市

計画税額が、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準

3 第1項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和4年度分及び令和5年

度分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計画税額

が、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべ
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となるべき価格に10分の2を乗じて得た額(当該宅地等が当該年度分

の固定資産税について法第349条の3(第19項を除く。)又は法附則第1

5条から第15条の3までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、

当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額)を当該宅地等に係

る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合にお

ける都市計画税額に満たない場合には、第1項の規定にかかわらず、

当該都市計画税額とする。 

き価格に10分の2を乗じて得た額(当該宅地等が当該年度分の固定資

産税について法第349条の3(第19項を除く。)又は法附則第15条から

第15条の3までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額)を当該宅地等に係る当該年

度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における都市

計画税額に満たない場合には、第1項の規定にかかわらず、当該都市

計画税額とする。 

第22条の3 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6

以上0.7以下のものに係る令和6年度から令和8年度までの各年度分の

各年度分の都市計画税の額は、前条第1項の規定にかかわらず、当該

商業地等の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の

課税標準額(当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第34

9条の3(第19項を除く。)又は法附則第15条から第15条の3までの規定

の適用を受ける商業地等であるときは、当該課税標準額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の

都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における都市計画税

額(以下「商業地等据置都市計画税額」という。)とする。 

第22条の3 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6

以上0.7以下のものに係る令和3年度から令和5年度までの各年度分の

都市計画税の額は、前条第1項の規定にかかわらず、当該商業地等の

当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額

(当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3(第1

9項を除く。)又は法附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受

ける商業地等であるときは、当該課税標準額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき額とした場合における都市計画税額(以下「商

業地等据置都市計画税額」という。)とする。 

2 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を超える

ものに係る令和6年度から令和8年度までの各年度分の各年度分の都

市計画税の額は、前条第1項の規定にかかわらず、当該商業地等に係

る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格に10分の7を乗

じて得た額(当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第34

9条の3(第19項を除く。)又は法附則第15条から第15条の3までの規定

2 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を超える

ものに係る令和3年度から令和5年度までの各年度分の都市計画税の

額は、前条第1項の規定にかかわらず、当該商業地等に係る当該年度

分の都市計画税の課税標準となるべき価格に10分の7を乗じて得た額

(当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3(第1

9項を除く。)又は法附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受



 

 

7
2 

の適用を受ける商業地等であるときは、当該額にこれらの規定に定

める率を乗じて得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の都市計画

税の課税標準となるべき額とした場合における都市計画税額(以下

「商業地等調整都市計画税額」という。)とする。 

ける商業地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗

じて得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標

準となるべき額とした場合における都市計画税額(以下「商業地等調

整都市計画税額」という。)とする。 

(農地に対して課する令和6年度から令和8年度までの各年度分の都市

計画税の特例) 

(農地に対して課する令和3年度から令和5年度までの各年度分の都市

計画税の特例) 

第23条 農地に係る令和6年度から令和8年度までの各年度分の都市計

画税の額は、当該農地に係る当該年度分の都市計画税額が、当該農

地に係る当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の課

税標準額(当該農地が当該年度分の固定資産税について法第349条の3

(第19項を除く。)又は法附則第15条から第15条の3までの規定の適用

を受ける農地であるときは、当該課税標準額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額)に、当該農地の当該年度の次の表の左欄に掲げ

る負担水準の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負担調整率を乗じて

得た額を当該農地に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となる

べき額とした場合における都市計画税額(以下「農地調整都市計画税

額」という。)を超える場合には、当該農地調整都市計画税額とす

る。 

第23条 農地に係る令和3年度から令和5年度までの各年度分の都市計

画税の額は、当該農地に係る当該年度分の都市計画税額が、当該農

地に係る当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の課

税標準額(当該農地が当該年度分の固定資産税について法第349条の3

(第19項を除く。)又は法附則第15条から第15条の3までの規定の適用

を受ける農地であるときは、当該課税標準額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額。以下この項において同じ。)に、当該農地の当

該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同表の右欄

に掲げる負担調整率を乗じて得た額(令和3年度分の都市計画税にあ

っては、前年度分の都市計画税の課税標準額)を当該農地に係る当該

年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における都

市計画税額(以下「農地調整都市計画税額」という。)を超える場合に

は、当該農地調整都市計画税額とする。 

負担水準の区分 負担調整率 

（略） 
 

負担水準の区分 負担調整率 

（略） 
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専決第３号 

   高梁市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 高梁市国民健康保険税条例の一部を次のとおり改正するため、地方自治法第１７９条第１項

の規定に基づき専決処分する。 

  令和６年３月３０日専決 

                          高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第２３号 

（令和６年３月３０日制定）   

   高梁市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 高梁市国民健康保険税条例（平成１６年高梁市条例第４８号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条第３項ただし書中「２２万円」を「２４万円」に改める。 

 

第２１条第１項中「２２万円」を「２４万円」に改め、同項第２号中「２９万円」を「２９

万５，０００円」に改め、同項第３号中「５３万５，０００円」を「５４万５，０００円」に

改める。 

 

   附 則（令和６年高梁市条例第２３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の高梁市国民健康保険税条例の規定は、令和６年度以後の年度分の

国民健康保険税について適用し、令和５年度分までの国民健康保険税については、なお従前

の例による。 
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（参考）                     高梁市国民健康保険税条例新旧対照表                         

改正案 現行 

(課税額) (課税額) 

第2条 略 第2条 略 

2 略 2 略 

3 第1項第2号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主(前条第2項の世

帯主を除く。)及びその世帯に属する被保険者につき算定した所得割

額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただ

し、当該合計額が24万円を超える場合においては、後期高齢者支援金

等課税額は、24万円とする。 

3 第1項第2号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主(前条第2項の世

帯主を除く。)及びその世帯に属する被保険者につき算定した所得割

額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただ

し、当該合計額が22万円を超える場合においては、後期高齢者支援金

等課税額は、22万円とする。 

4 略 4 略 

(国民健康保険税の減額) (国民健康保険税の減額) 

第21条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に

対して課する国民健康保険税の額は、第2条第2項本文の基礎課税額か

らア及びイに掲げる額を減額して得た額(当該減額して得た額が65万

円を超える場合には、65万円)、同条第3項本文の後期高齢者支援金等

課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額(当該減額して得た

額が24万円を超える場合には、24万円)並びに同条第4項本文の介護納

付金課税額からオ及びカに掲げる額を減額して得た額(当該減額して

得た額が17万円を超える場合には、17万円)の合算額とする。 

第21条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に

対して課する国民健康保険税の額は、第2条第2項本文の基礎課税額か

らア及びイに掲げる額を減額して得た額(当該減額して得た額が65万

円を超える場合には、65万円)、同条第3項本文の後期高齢者支援金等

課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額(当該減額して得た

額が22万円を超える場合には、22万円)並びに同条第4項本文の介護納

付金課税額からオ及びカに掲げる額を減額して得た額(当該減額して

得た額が17万円を超える場合には、17万円)の合算額とする。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 法第703条の5第1項に規定する総所得金額及び山林所得金額の (2) 法第703条の5第1項に規定する総所得金額及び山林所得金額の
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合算額が、43万円(納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保

険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が2

以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から1を減

じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額)に被保険者及び

特定同一世帯所属者1人につき29万5,000円を加算した金額を超え

ない世帯に係る納税義務者(前号に該当する者を除く。) 

合算額が、43万円(納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保

険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が2

以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から1を減

じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額)に被保険者及び

特定同一世帯所属者1人につき29万円を加算した金額を超えない世

帯に係る納税義務者(前号に該当する者を除く。) 

ア～カ 略 ア～カ 略 

(3) 法第703条の5第1項に規定する総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、43万円(納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保

険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が2

以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から1を減

じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額)に被保険者及び

特定同一世帯所属者1人につき54万5,000円を加算した金額を超え

ない世帯に係る納税義務者(前2号に該当する者を除く。) 

(3) 法第703条の5第1項に規定する総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、43万円(納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保

険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が2

以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から1を減

じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額)に被保険者及び

特定同一世帯所属者1人につき53万5,000円を加算した金額を超え

ない世帯に係る納税義務者(前2号に該当する者を除く。) 

ア～カ 略 ア～カ 略 

2・3 略 2・3 略 
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議案第５７号 

高梁市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する 

法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を 

改正する条例 

高梁市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例を次のとお

り制定する。 

令和６年５月２９日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第  号 

（令和６年  月  日制定）   

高梁市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する 

法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を 

改正する条例 

高梁市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年高梁市条例第４３号）

の一部を次のように改正する。 

 

 第２条中第４号を第８号とし、第３号を第７号とし、同号の前に次の２号を加える。 

 (5) 特定個人情報ファイル 法第２条第９項に規定する特定個人情報ファイルをいう。 

 (6) 個人番号利用事務 法第２条第１０項に規定する個人番号利用事務をいう。 

 

 第２条中第２号を第４号とし、第１号を第３号とし、同号の前に次の２号を加える。 

 (1) 個人情報 法第２条第３項に規定する個人情報をいう。 

 (2) 個人情報ファイル 法第２条第４項に規定する個人情報ファイルをいう。 

 

 第２条に次の２号を加える。 

(9) 特定個人番号利用事務 法第１９条第８号に規定する特定個人番号利用事務をい

う。 
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(10) 利用特定個人情報 法第１９条第８号に規定する利用特定個人情報をいう。 

 

第４条第１項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用事務」に改

め、同条第３項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用事務」に、

「同表の第４欄に掲げる特定個人情報」を「利用特定個人情報」に改め、同項ただし書中

「当該特定個人情報」を「当該利用特定個人情報」に改める。 

 

附 則（令和６年高梁市条例第  号） 

この条例は、公布の日から施行し、令和６年５月２７日から適用する。  

 

 

提 案 理 由 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改

正する法律の施行に伴い、所要の改正を行うため。  
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（参考）    高梁市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人 

情報の提供に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(定義) (定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

(1) 個人情報 法第2条第3項に規定する個人情報をいう。  

(2) 個人情報ファイル 法第2条第4項に規定する個人情報ファイルを

いう。 

 

(3)・(4) 略 (1)・(2) 略 

(5) 特定個人情報ファイル 法第2条第9項に規定する特定個人情報フ

ァイルをいう。 

 

(6) 個人番号利用事務 法第2条第10項に規定する個人番号利用事務を

いう。 

 

(7)・(8) 略 (3)・(4) 略 

(9) 特定個人番号利用事務 法第19条第8号に規定する特定個人番号利

用事務をいう。 

 

(10) 利用特定個人情報 法第19条第8号に規定する利用特定個人情報

をいう。 

 

(個人番号の利用範囲) (個人番号の利用範囲) 

第4条 法第9条第2項の条例で定める事務は、別表第1の左欄に掲げる機関

が行う同表の右欄に掲げる事務、別表第2の第1欄に掲げる機関が行う同

第4条 法第9条第2項の条例で定める事務は、別表第1の左欄に掲げる機関

が行う同表の右欄に掲げる事務、別表第2の第1欄に掲げる機関が行う同
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表の第2欄に掲げる事務及び市長又は高梁市教育委員会(以下「教育委員

会」という。)が行う特定個人番号利用事務とする。 

表の第2欄に掲げる事務及び市長又は高梁市教育委員会(以下「教育委員

会」という。)が行う法別表第2の第2欄に掲げる事務とする。 

2 略  2 略 

3 市長又は教育委員会は、特定個人番号利用事務を処理するために必要

な限度で利用特定個人情報であって自らが保有するものを利用するこ

とができる。ただし、法の規定により、情報提供ネットワークシステム

を使用して他の個人番号利用事務実施者から当該利用特定個人情報の

提供を受けることができる場合は、この限りでない。 

3 市長又は教育委員会は、法別表第2の第2欄に掲げる事務を処理するた

めに必要な限度で同表の第4欄に掲げる特定個人情報であって自らが保

有するものを利用することができる。ただし、法の規定により、情報提

供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用事務実施者から

当該特定個人情報の提供を受けることができる場合は、この限りでな

い。 

4 略  4 略 
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議案第５８号 

高梁市地方活力向上地域等特定業務施設整備計画に伴う固定資産税の特例に関す    

る条例の一部を改正する条例 

高梁市地方活力向上地域等特定業務施設整備計画に伴う固定資産税の特例に関する条例の一

部を改正する条例を次のとおり制定する。 

令和６年５月２９日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第  号 

（令和６年  月  日制定）   

高梁市地方活力向上地域等特定業務施設整備計画に伴う固定資産税の特例に関す 

る条例の一部を改正する条例 

高梁市地方活力向上地域等特定業務施設整備計画に伴う固定資産税の特例に関する条例（平

成２８年高梁市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

 

第２条中「令和６年３月３１日」を「令和８年３月３１日」に改める。 

 

附 則（令和６年高梁市条例第  号） 

この条例は、公布の日から施行し、令和６年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

 

 

提 案 理 由 

地域再生法第１７条の６の地方公共団体等を定める省令の一部を改正する省令の施行に伴い、

所要の改正を行うため。 
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（参考）        高梁市地方活力向上地域等特定業務施設整備計画に伴う固定資産税の特例に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(特例適用の範囲) (特例適用の範囲) 

第2条 この特例は、地域再生法省令第1条に規定する公示日(以下「公

示日」という。)から令和8年3月31日までの間に、法第17条の2第3項

の規定により同条第1項に規定する地方活力向上地域等特定業務施設

整備計画の認定を受けた同条第4項に規定する認定事業者であって、

当該認定を受けた日から同日の翌日以後3年を経過する日まで(同日

までに同条第6項の規定により当該認定を取り消されたときは、その

取り消された日の前日まで)の間に、地方活力向上地域内において当

該認定整備計画に従って特別償却設備を新設し、又は増設した者につ

いて、当該特別償却設備である家屋又は構築物及び償却資産並びに当

該家屋又は構築物の敷地である土地(公示日以後に取得したものに限

り、かつ、土地については、その取得の日の翌日から起算して1年以

内に当該土地を敷地とする当該家屋又は構築物の建設の着手があっ

た場合における当該土地に限る。)に対して固定資産税を課する場合

に対して適用する。 

第2条 この特例は、地域再生法省令第1条に規定する公示日(以下「公

示日」という。)から令和6年3月31日までの間に、法第17条の2第3項

の規定により同条第1項に規定する地方活力向上地域等特定業務施設

整備計画の認定を受けた同条第4項に規定する認定事業者であって、

当該認定を受けた日から同日の翌日以後3年を経過する日まで(同日

までに同条第6項の規定により当該認定を取り消されたときは、その

取り消された日の前日まで)の間に、地方活力向上地域内において当

該認定整備計画に従って特別償却設備を新設し、又は増設した者につ

いて、当該特別償却設備である家屋又は構築物及び償却資産並びに当

該家屋又は構築物の敷地である土地(公示日以後に取得したものに限

り、かつ、土地については、その取得の日の翌日から起算して1年以

内に当該土地を敷地とする当該家屋又は構築物の建設の着手があっ

た場合における当該土地に限る。)に対して固定資産税を課する場合

に対して適用する。 
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議案第５９号 

   高梁市病院・診療所等使用料及び手数料条例の一部を改正する条例 

高梁市病院・診療所等使用料及び手数料条例の一部を改正する条例を次のとおり制定す

る。 

  令和６年５月２９日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第  号 

（令和６年  月  日制定）   

高梁市病院・診療所等使用料及び手数料条例の一部を改正する条例 

高梁市病院・診療所等使用料及び手数料条例（平成１６年高梁市条例第２７７号）の一

部を次のように改正する。 

 

 第３条第１１項中「７１０円」を「７４０円」に改める。 

 

附 則（令和６年高梁市条例第  号） 

この条例は、令和６年７月１日から施行する。 

 

 

    提 案 理 由 

 入院時食事療養費に係る食事療養及び入院時生活療養費に係る生活療養の費用の額の算

定に関する基準の改定に伴い、所要の改正を行うため。 
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（参考）                高梁市病院・診療所等使用料及び手数料条例新旧対照表 

改正案 現行 

(使用料及び手数料の額) (使用料及び手数料の額) 

第3条 略 第3条 略 

2～10 略 2～10 略 

11 障害福祉サービスにおける短期入所を利用する者の食費は、1食に

つき740円の範囲内の額とする。 

11 障害福祉サービスにおける短期入所を利用する者の食費は、1食に

つき710円の範囲内の額とする。 

12 略 12 略 

 

 



議案第６０号 

 

 

令和６年度高梁市一般会計補正予算（第２号）  

 

 

令和６年度高梁市一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正）  

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ４１２，９４５千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ ２８，３９２，９４５千円とする。 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年５月２９日提出 

 

 

高梁市長  近 藤 隆 則  
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16 3,209,347 381,053 3,590,400

2 国庫補助金 1,799,636 381,053 2,180,689

20 1,826,144 31,892 1,858,036

2 基金繰入金 1,790,589 31,892 1,822,481

27,980,000 412,945 28,392,945

2 3,230,235 1,815 3,232,050

1 総務管理費 2,763,291 1,815 2,765,106

3 7,598,639 320,248 7,918,887

1 社会福祉費 3,763,418 312,446 4,075,864

2 児童福祉費 3,438,584 7,802 3,446,386

4 2,335,541 87,162 2,422,703

1 保健衛生費 1,471,101 87,162 1,558,263

7 736,671 3,720 740,391

1 商工費 736,671 3,720 740,391

27,980,000 412,945 28,392,945

補　正　額

 千円

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

歳　　出　　合　　計

衛生費

国庫支出金

繰入金

歳　　入　　合　　計

歳　　出

款 項

総務費

民生費

商工費

補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円
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１　総　　括

（歳　　入）

16 国庫支出金 3,209,347 381,053 3,590,400

20 繰入金 1,826,144 31,892 1,858,036

27,980,000 412,945 28,392,945歳　　入　　合　　計

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円
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（歳　　出）

2 総務費 3,230,235 1,815 3,232,050

3 民生費 7,598,639 320,248 7,918,887

4 衛生費 2,335,541 87,162 2,422,703

7 商工費 736,671 3,720 740,391

27,980,000 412,945 28,392,945

款 計

 千円

補正前の額

 千円

補　正　額

 千円

歳　　出　　合　　計
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国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1,045 770

320,248 0

59,760 27,402

3,720

381,053 0 0 31,892

補　正　額　の　財　源　内　訳

 千円

特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源
一　般　財　源

 千円  千円  千円

89



２　　歳    入

目 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円

381,053千円

381,053千円

 千円

１６款　国庫支出金

　２項　国庫補助金

2 54,840 312,446 367,286総務費国庫補助金

3 772,329 8,847 781,176民生費国庫補助金

4 20,108 59,760 79,868衛生費国庫補助金

計

２０款　繰入金 31,892千円

1,799,636 381,053 2,180,689

　２項　基金繰入金 31,892千円

1 1,790,589 31,892 1,822,481基金繰入金

1,790,589 31,892 1,822,481計

　１６款　国庫支出金　２０款　繰入金
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 千円  千円

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

総務管理費補 312,4461 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 312,446

助金

児童福祉総務 8,84711 児童手当システム改修費補助金 8,847

費補助金

59,7601 感染症予防事業費等補助金 59,760保健衛生費補

助金

財政調整基金 31,8921 財政調整基金繰入金 31,892

繰入金

　１６款　国庫支出金　２０款　繰入金
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３　　歳    出

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　２款　総務費

　１項　総務管理費

補正額

地方債

計

 千円 千円  千円

1,815千円

1,815千円

目 補正前の額

 千円  千円  千円 千円

954,5301,8151 一般管理費 952,715 7701,045

国庫支出金

1,045

1,8152,763,291計 2,765,106 7701,045 00

　１項　社会福祉費

　３款　民生費 320,248千円

312,446千円

1,903,685312,4461 社会福祉総 1,591,239 312,446

務費 国庫支出金

312,446

312,4463,763,418計 4,075,864 0312,446 00
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節

 千円

区　　分

千円

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

13 1,815委託料 システム改修委託料 1,815

3 290職員手当等 超過勤務手当 290

11 1,230需用費 消耗品費 950

印刷製本費 280

12 2,183役務費 通信運搬費 1,448

手数料 735

13 18,235委託料 窓口業務等委託料 5,166

システム改修委託料 13,069

14 18使用料及び賃 事務機器借上料 18

借料

19 290,490負担金補助及 住民税非課税世帯等臨時特別給付金 90,000

び交付金 住民税均等割のみ課税世帯臨時特別給付金 50,000

低所得者子育て世帯臨時特別給付金 10,000

定額減税調整給付金 140,490

　　２款　総務費　　３款　民生費
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補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　３款　民生費

　２項　児童福祉費 7,802千円

320,248千円

目 補正前の額 計

 千円 千円  千円 千円  千円 千円  千円

補正額

地方債

国庫支出金

7,802

7,8023,438,584計 3,446,386 07,802 00

　１項　保健衛生費

　４款　衛生費 87,162千円

87,162千円

176,75787,1622 予防費 89,595 27,40259,760

国庫支出金

59,760

87,1621,471,101計 1,558,263 27,40259,760 00

　１項　商工費

　７款　商工費 3,720千円

3,720千円

240,5473,7203 観光費 236,827 3,720

3,720736,671計 740,391 3,7200 00

2 児童措置費 289,619 7,802 297,421 7,802
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節

区　　分
説　　　　　　　　　　　　明

金　　額

千円 千円

11 474需用費 消耗品費 24

印刷製本費 450

13 86,688委託料 感染症予防接種委託料 86,688

19 3,720負担金補助及 地域活性化企業人派遣負担金 3,720

び交付金

　　３款　民生費　　４款　衛生費　　７款　商工費

13 委託料 7,802 システム改修委託料 7,802
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議案第６１号 

 

令和６年度高梁市下水道事業特別会計 

補正予算（第１号） 

 

（総   則） 

第１条 令和６年度高梁市下水道事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 

（資本的収入及び支出） 

第２条 令和６年度高梁市下水道事業特別会計予算（以下「予算」という。）第４条本文括弧中、

「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２３０，５５０千円は、消費税及び地方消費

税資本的収支調整額５８，５５３千円及び過年度損益勘定留保資金１７１，９９７千円で補て

んするものとする。」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２３０，５５０千円

は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額６８，６３４千円及び過年度損益勘定留保資金１

６１，９１６千円で補てんするものとする。」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとお

り補正する。 

収   入                                （単位 千円） 

科   目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 資本的収入 １，４７４，６８３ ２２１，８００ １，６９６，４８３ 

第３項 補助金 ４１６，１５０ １１０，９００ ５２７，０５０ 

第５項 企業債 ８６８，５００ １１０，９００ ９７９，４００ 

支   出                                （単位 千円） 

科   目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 資本的支出 １，７０５，２３３ ２２１，８００ １，９２７，０３３ 

第１項 建設改良費 １，１７１，３２０ ２２１，８００ １，３９３，１２０ 

 

（企業債） 

第３条 予算第５条に定めた起債の限度額を次のとおり補正する。 

（単位 千円） 

起債の目的 
補正前 補正後 

限度額 限度額 

下水道事業 ８６８，５００ ９７９，４００ 

 

令和６年５月２９日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則    
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収　　　入 （単位　千円）

既決予定額 補正予定額 計 備　　　　考

1. 資 本 的 収 入 1,474,683 221,800 1,696,483

(3) 補 助 金 416,150 110,900 527,050

1 補 助 金 416,150 110,900 527,050

(5) 企 業 債 868,500 110,900 979,400

1 企 業 債 868,500 110,900 979,400

支　　　出 （単位　千円）

既決予定額 補正予定額 計 備　　　　考

1. 資 本 的 支 出 1,705,233 221,800 1,927,033

(1) 建 設 改 良 費 1,171,320 221,800 1,393,120

1 下水道施設改良費 1,171,320 221,800 1,393,120

項 目

令和６年度高梁市下水道事業特別会計補正予算（第１号）実施計画

（　資　本　的　収　入　及　び　支　出　）

款 項 目

款
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当年度純利益又は当年度純損失（△）

減価償却費

資産減耗費

貸倒引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

法定福利費引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入

受取利息及び配当金

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

その他の企業債の発行による収入

　　　　　　　　小　計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー（合計）

有形固定資産の取得による支出

国庫補助金収入

受益者負担金等による収入

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー（合計）

建設改良企業債による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー（合計）

（単位　千円）

△

△

△

３７８,３１８ １００,８１８

他会計からの出資による収入

他会計からの負担金による収入

８１,９４６ ０ ８１,９４６

８３,３１６ ０ ８３,３１６

△

４７９,１３６

０ ６９,３０８

２７５,４３７ １０,０８１ ２６５,３５６

１４,９４５ ０

０ ０

△

０ ０ ０

△

△

△

△

△

△

２１１,８９２Ⅵ 資金期末残高 ２１１,８９２ ０

１０３,４３７ ０ １０３,４３７

６１０,７４９

Ⅴ 資金期首残高 １０８,４５５ ０ １０８,４５５

Ⅳ 資金増加額又は減少額(△）

４９９,８４９ １１０,９００

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

８６８,５００ １１０,９００ ９７９,４００

５３３,９１３ ０ ５３３,９１３△ △建設改良企業債の償還による支出

６７１,８４９ １００,８１９ ７７２,６６８△ △ △

１４,９４５

０

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

１,０６５,１１２ ２０１,６３７ １,２６６,７４９△ △ △

区　　　　　　　分 既決予定額 補正予定額 計

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

０

１４

０

４９８,３８９

１４ ０

１,２３３

２３６

４９８,３８９ ０

２３６

１,２３３

１３,７９６ ０ １３,７９６

１８２,１９７

１

０ ０

６６,１０５

０

１ ０

６９,３０８６９,３０８ ０

５６,０２４ １０,０８１

令和６年度高梁市下水道事業特別会計補正予算（第１号）予定キャッシュ・フロー計算書

（ 令和６年４月１日 から 令和７年３月３１日 まで ）

△

３４４,７４４ １０,０８１ ３３４,６６３

１ ０ １

△ ６９,３０８

１０ １０

１８２,１９７０

０
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（単位　千円）

１

(1)

(ｲ) 831,836

(ﾛ) 1,425,398

△ 891,945 533,453

(ﾊ) 18,198,233

△ 8,921,524 9,276,709

(ﾆ) 7,481,066

△ 5,421,656 2,059,411

(ﾎ) 1,740

△ 1,653 87

(ﾍ)  495,987

13,197,483

13,197,483

２

(1) 211,892

(2) 152,729

△ 3,358 149,371

(3) 4,453

(4) 75,254

440,970

13,638,453

前 払 金

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

未 収 金 貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

土 地

車 両 運 搬 具

車両運搬具減価償却累計額

建 物

建 物 減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

機械及び装置減価償却累計額

令和６年度高梁市下水道事業特別会計予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計
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３

(1)

(ｲ)

6,428,739

(ﾛ) 65,536

6,494,275

6,494,275

４

(1)

(ｲ)

533,911

(ﾛ) 0

533,911

(2) 58,648

(3)

(ｲ) 3,105

(ﾛ) 611

3,716

(4)

(ｲ) 200

200

596,475

５

11,156,352

△ 5,865,001

5,291,351

12,382,101

充 て る た め の 企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に

固 定 負 債

負　　　　債　　　　の　　　　部

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に

そ の 他 流 動 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

引 当 金 合 計

充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 企 業 債

企 業 債 合 計

企 業 債 合 計

そ の 他 企 業 債

そ の 他 流 動 負 債

預 り 金

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金
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６

(1) 1,062,085

1,062,085

７

(1)

(ｲ) 266,742

266,742

(2)

(ｲ) △ 72,711

(ﾛ) 236

△ 72,475

194,267

1,256,352

13,638,453

剰 余 金

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金

資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計
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　収　　　　　　入

1. 資 本 的 収 入 1,474,683 221,800 1,696,483

(3) 補 助 金 416,150 110,900 527,050

1 補 助 金 416,150 110,900 527,050

(5) 企 業 債 868,500 110,900 979,400

1 企 業 債 868,500 110,900 979,400

　支　　　　　　出

1. 資 本 的 支 出 1,705,233 221,800 1,927,033

(1) 建 設 改 良 費 1,171,320 221,800 1,393,120

1 下水道施設改良費 1,171,320 221,800 1,393,120

令和６年度高梁市下水道事業特別会計補正予算（第１号）説明書

（　資　本　的　収　入　及　び　支　出　）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

計款 項 目 既決予定額 補正予定額
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（単位　千円）

金　　　　額

1. 補 助 金 110,900 下水道施設改良補助金 110,900

1. 企 業 債 110,900 下水道企業債 110,900

（単位　千円）

金　　　　額

3. 委 託 料 26,800 実施設計業務委託料、家屋調査委託料 26,800

4. 工 事 請 負 費 195,000 汚水管改修工事 195,000

説　　　　　　　　　　明
区　　　　　分

節

節
説　　　　　　　　　　明

区　　　　　分
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